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参考にしたガイドライン 
　環境省「環境報告ガイドライン（２００７年版）」 

　環境省「環境報告書の記載事項等の手引き（第２版）」 

　環境省「環境会計ガイドライン２００５年版」 

　環境省「環境報告書の信頼性を高めるための自己評価

の手引き」 

　環境省「エコアクション２１ガイドライン２００９年版」 

　財団法人　地球環境戦略研究機関持続性センター 

エコアクション２１中央事務局 

「エコアクション２１　２００４年版　

－環境経営システム・環境活動レポート

ガイドライン－　大学等（教育・研究機関）

向けマニュアル（試行版）」 
 
 

対象範囲 
　琉球大学 千原地区、上原地区 

　奥地区、瀬底地区、西表地区、与那地区 

対象期間 
　２０１０年４月～２０１１年３月 

　（この範囲外の部分は該当箇所に明記） 

発行日 
　２０１１年９月 

次回発行予定日 

　２０１２年９月 

前回発行日 
　２０１０年９月 

　琉球大学では、持続可能な社会の形成に向け、学

生と教職員が一体となって環境行動を推進していま

す。環境マネジメントシステムについては、環境省

のエコアクション２１に基づく活動と大学の教育研

究活動等において、環境教育及び環境研究の推進、

環境負荷の低減、資源の効率的利用等に積極的に取

り組んでいます。 

　この「琉球大学環境報告書２０１１」は、以下に

より作成しています。 

この環境報告書はホームページでも公表しています。 
http://w3.u-ryukyu.ac.jp/ecan/contents/ 

c_page06/index06.html 

 

作成部署（お問い合わせ先） 

琉球大学施設運営部 

〒903-0213　沖縄県中頭郡西原町字千原１番地 

TEL　098-895-8178　FAX　098-895-8077 

E-mail　kankyo@to.jim.u-ryukyu.ac.jp 

http://w3.u-ryukyu.ac.jp/ecan/ 

 



国立大学法人　琉球大学　学長  岩政　輝男 
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学長からのメッセージ 
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　３．１１以降、社会の流れが変わってきました。福島の原発事故は

全世界に衝撃を与え、日本全国で節電努力が続いています。沖縄の電

力事情は他地域とは異なりますが、CO2排出量削減のためにも節電・

省エネが社会的課題であることに変わりはありません。まだ一部です

が、ガソリンにアルコール燃料を３％まぜたものを使うことなどもやられてい

ます。エネルギーについてパラダイム転換の必要があります。 

　このような社会の動きに対して、大学は何ができるかということですが、大

きく分けると二つあると考えています。第一は教育面です。現在、ESD（Education 

for Sustainable Development 持続可能な社会づくりのための教育）や、図書

館、附属病院、大学会館及び附属小中学校等で太陽光発電を取り入れるなど、

教育・啓発を行っています。 

　第二は地域社会との連携、地域貢献を進めることです。沖縄には原子力発電

所がありません。エネルギーの自給率向上、効率的使用ということを考えると、

豊かな自然があり、原発がない沖縄全体が先進的なモデル地域になることを考

えましょう。 

　大学の財政事情は今後ますます厳しくなり、景気の低迷や震災復興もあり交

付金が大きく減額されます。科学研究費など競争的資金はごく少額増額されま

す。しかし、消費税も１０%上がることが予想されますので、経費節約に努め

ています。資金減が研究成果の減少になるという悪循環に陥らないためにも、

色々な対応策を考えていますが、現実的には厳しいものがあります。 

　施設管理面においても、より効率的なエネルギー対策、環境対策を考えてい

ます。照明をLEDに変えることや古い空調機器を新しいものに変えることなど

行っています。教育、研究、診療面で元気がよいとエネルギー消費も多くなる

こともありますが、パラダイム転換を行い、各部局においても各々の個性を生

かし対応しましょう。 
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　琉球大学は、「琉球大学環境憲章」（平成13年４月24日制定）において示された基本理念に基づき、持続可能

な社会の形成に向け、学生と教職員が一体となって以下の環境行動を推進する。 
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　人間は、「地球」という生態系の一部として存在している。エコロジーの語源であるギリシャ語のオイコス（oikos）

が、「家」を意味するように、地球は、多種多様な生命体の相互存在的な繋がりによって営まれるひとつの共同体である。

亜熱帯の琉球弧に位置する沖縄は、ニライカナイ信仰など独特の自然観や世界観によってその豊かな文化を育んできた。

地球のエコロジーという観点に立脚して琉球大学は、教育、研究、そして社会貢献の在りようを未来へと発展させてい

くことを宣言する。 
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OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO 琉球大学憲章�OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO

琉球大学の基本的な目標 

（平成１９年５月２２日制定） 

1  大学憲章、大学の目的・理念 

前文  
　琉球大学は，１９５０年，沖縄戦により灰燼に帰した首里城の跡地に創設さ
れた。米国の統治下で，戦後復興と教育再興という住民の強い要望が米国軍政
府を動かし，琉球列島初の大学が創設されたのであった。その後，１９６６年
に琉球政府立となり，１９７２年の日本復帰と同時に国立大学となった。また，
１９７７年に西原町・宜野湾市・中城村の３市町村の接点地域にある広大な新
キャンパスへ移転し，２００４年には国立大学法人となって，現在に至ってい
る。その間，琉球大学は学問の自由や大学の自治への干渉等，幾多の歴史的試
練を経ながらも，地域の人材養成と知の創造に大きく貢献してきた。  
　２１世紀を迎え，大学を取り巻く環境は大きく変化している。経済・社会の
グローバル化をはじめ，情報化，少子高齢化，社会的・地域的格差の拡大等の
課題に対応して，教育研究機関の役割が多様化するとともに，革新的な取り組
みが問われている。とくに国立大学は法人化後，厳しい財政改革を伴う競争と
評価の時代を迎えている。琉球大学に対しては，広大な海域を含む島嶼地域に
おける拠点大学として，豊かな自然環境を守り，地域社会の持続的発展に寄与
することが求められている。琉球大学は，この憲章に掲げる理念に基づいて，
本学の構成員である教職員・学生の協働により，将来の制度変革にも積極的に
対応する。  
　琉球大学は，沖縄の歴史的教訓としての「命(ぬち)どぅ宝（命こそ宝）」と
いう生命および個人の尊厳の考え方を根本に置き，「再び戦争の惨禍が起こるこ
とのないように」とする戦後沖縄の教育原点を深く自覚する。琉球大学は，自
然的・文化的・歴史的特性を有する琉球列島にあって，世界の平和と福祉の向
上を目指す人間性豊かな責任ある人材養成に果敢に挑戦することを，今後も変
わることのない使命とする。  
　私たち琉球大学の教職員・学生は，「自由平等，寛容平和」の建学の精神を継
承・発展させ，「地域特性と国際性を併せ持つ個性豊かな大学」を創り上げる
決意を高らかに宣言し，自らが主体となって行動を起こす際の依るべき根本規
範として，ここに琉球大学憲章を制定する。  
  
第１章　教育  
（教育の目的と理念）  
1. 琉球大学は，学生が学習権の主体であることを踏まえ，教育を重視する大学
として「自由平等，寛容平和」に満ちた社会の形成者を育成することを教育の
目的とする。また，自主自立の精神に基づく教育活動を通して，社会全体の持
続可能な発展に寄与することを教育の理念とする。  
（教育における責務と社会的評価）  
2. 琉球大学は，すべての人々に生涯を通した教育の機会をひとしく提供し，高
等教育機関にふさわしい教育活動を維持，強化，発展させることを責務とする。
また，琉球大学は，教育活動において社会に対する責任を負っており，前項に
掲げる教育の目的と理念に照らし合わせ，社会的評価を受けることを深く自覚
する。  
（多文化交流の推進）  
3. 琉球大学は，琉球列島が多様な文化を育んできた地域であること，また，多
元的な文化交流によって心豊かな人間性が培われることに鑑み，人類が地球上
に開花させてきたあらゆる文化を尊重し，交流を推進する。  
  
第２章　研究  
（研究の理念）  
1. 琉球大学は，学問の自由を尊重し，基礎研究と応用研究は研究活動の両輪で
あることを踏まえ，知を継承・創造し，発展させることを研究の理念とする。
  
（地域特性）  
2. 琉球大学は，基盤研究の重要性を認識した上で，特色ある自然・文化・歴史
を有する琉球列島の地域特性を活かした研究を多様な視点から展開し，世界水
準の個性的な研究拠点たることを目指す。 

（研究交流の推進）  
3. 琉球大学は，地域社会と情報を共有するとともに，国内の機関およびアジア・
太平洋地域をはじめとした諸外国の機関との研究交流を推進し，世界に向けて
成果を発信する。  
（研究における責務と社会的評価）  
4. 琉球大学は，知の継承・創造・発展という研究理念を実現する責務と社会か
ら求められる役割との均衡をとりながら，健全な研究体制の維持・発展に努め
る。研究は，社会的倫理と規範を遵守しつつ，学術的批判および社会的評価を
受けながら進められるべきである。  
  
第３章　社会貢献  
（開かれた大学と社会的使命）  
1. 琉球大学は，社会に「開かれた大学」として，人と人とを結びつける大学を
目指す。また，大学が社会を変え，社会が大学を変えるという相互関係を自覚
し，琉球列島における最高学府として本学の社会的使命を果たすべく，不断の
努力を行う。  
（社会との協働）  
2. 琉球大学は，学術的に確立した知識・技術を社会に還元するだけでなく，社
会と共有する諸課題の解決に取り組む対等のパートナーとして，多様な個人・
団体と協働する。  
（地域社会の持続的発展への責任）  
3. 琉球大学は，地域社会の再生に取り組むとともに，豊かな自然環境を守り，
持続可能な地域社会の発展に寄与する責任を担う。  
  
第４章　大学運営  
（基本的人権の尊重）  
1. 琉球大学は，基本的人権を尊重し，人種，信条，性別，国籍，障害等による
差別をしない。また，自らの保有する情報を積極的に公開するとともに，個人
情報の保護を図る。琉球大学は，すべての構成員がその個性と能力を発揮しう
るよう，教育・研究・労働環境の整備を図る。  
（民主的な大学運営と効率的経営）  
2. 琉球大学は，学問の自由と大学の自治を保障するため，民主的な大学運営と
教育・研究を支援する効率的な経営を行う。また，法人化後の大学をとりまく
環境に対応し，競争と評価に耐えうる財政基盤の確立と健全な経営に努める。
  
（自律と連帯）  
3. 琉球大学は，教職員の自律と連帯に基づく知的共同体を形成し，教職員と学
生が一体となって創造・発展する大学を目指す。本学の構成員は，全学的な視
点に立ち，それぞれの役割と責任を主体的に果たし，社会の多様な意見を本学
の運営に反映させるよう努める。  
  
終章　平和への貢献  
沖縄は，アジア諸国間の平和と友好の架け橋として「万国津梁」を担った歴史
と沖縄戦において「鉄の暴風」と呼ばれる激戦地とされた歴史を有する。また，
戦後の長い米軍統治を経て日本に復帰した現在も，沖縄には広大な米軍基地が
存在する。このような沖縄の歴史と現状を踏まえ，琉球大学は，国際平和の構
築に貢献する。  
琉球大学は，倫理・人道を尊重し，この憲章に掲げる教育，研究，社会貢献，
大学運営における目的，理念に基づき，平和に寄与する。  
  
（憲章の改正）  
この憲章の改正は，別に定める手続きにより行う。  
  
附　則  
この憲章は，平成１９年５月２２日から施行する。 

(基本理念)  
琉球大学は、建学の精神である「自由平等、寛容平和」を継承・発展させて、
「真理の探求」、「地域・国際社会への貢献」、「平和・共生の追求」を基本理念
とする。   
(大学像)  
琉球大学は、「地域特性に根ざした国際性豊かなアジア・太平洋地域の卓越し
た教育研究拠点大学」を将来像とする。具体的には次の5点にまとめられる。 
  
１．熱帯・亜熱帯島嶼の地域特性に根ざした世界水準の教育研究拠点大学   
２．教育研究の成果を地域に還元し、社会の発展のために貢献する大学   
３．沖縄の歴史に学び、世界の平和と人類の福祉に貢献する大学   
４．アジア・太平洋地域との連携を中心として世界に開かれた大学   
５．人類の文化遺産を継承発展させ、自然との調和・共生を目指す大学   
(人材像)  
琉球大学は、「普遍的価値を身につけた21 世紀型市民として、地域社会及び
国際社会の発展に寄与できる人材」を養成する。具体的には次の4点にまとめ
られる。   
１．豊かな教養と自己実現力を有し、総合的な判断力を備えた人材  

２．優れた専門性を持ち、地域社会及び国際社会に貢献する人材   
３．外国語運用能力と国際感覚を有し、国際社会で活躍する人材   
４．地域の歴史と自然に学び、世界の平和及び人類と自然の共生に貢献する人
材   
(長期目標)  
琉球大学は、琉球弧の持つ歴史的・文化的・社会的・自然的な地域特性に基づ
く特色のある教育研究を行い、南の柔らかな学知を打ち立てて、広く地域社会
及び国際社会に対して知の貢献をしていくことを目標とし、アジア・太平洋地
域の中核的な教育研究拠点としての大学づくりを目指す。具体的には次の3点
にまとめられる。   
１．基礎科学研究を重視しつつ、地域特性を踏まえた世界水準の研究を戦略的
に推進し特化させ、中核的な学術研究拠点を形成する。   
２．国際的な通用性をもつ教育の質を保証し、豊かな教養を身につけた幅広い
職業人と優れた専門性を身につけた高度専門職業人及び研究者を養成する。   
３．建学以来の伝統を継承・発展させ、教育研究成果をもとに地域社会及び国
際社会に積極的に貢献するとともに、地域における生涯学習機会の拠点として
中核的な役割を果たす。 
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●● 

　琉球大学は、１９５０年（昭和２５年）５月２２日、米国の統治下で、戦

後復興と教育再興という住民の強い要望が米国軍政府を動かし、戦火で焼失

した首里城跡地に英語学部、教育学部、社会科学部、理学部、農学部、及び

応用学芸学部の６学部で開学しました。１９６６年に琉球政府立大学となり、

１９７２年の本土復帰と同時に国立大学となりました。１９７７年には新キ

ャンパス（現キャンパス）へ移転し、２００４年には国立大学法人となりま

した。その後、２００４年に法科大学院、２００８年に観光産業科学部が設

置されました。琉球大学は、７学部８大学院１専攻科、附属施設、研究施設

及びセンター等による総合大学です。 

★本学の主な沿革概要 

１９５０年　５月 　６学部、５６２人の学生、４４人の職員で開学 

１９５１年　２月 　開学記念式典を挙行 

１９６６年　７月 　琉球大学設置法及び琉球大学管理法により琉球政府立大学となる 

１９７２年　５月 　沖縄の本土復帰により琉球大学及び同短期大学部は国立大学となった 

１９７７年　５月 　農学部附属農場の千原団地への移転により移転開始 

２００１年　４月 　琉球大学環境憲章の制定 

２００１年　６月 　琉球大学エコロジカル・キャンパス推進委員会の発足 

２００４年　４月 　国立大学から国立大学法人へ移行 

２００６年１０月 　琉球大学エコアクション２１キックオフ宣言式 

２００７年　５月 　国立大学として初めてエコアクション２１の認証・登録を取得 

２００９年１１月 　全学でエコアクション２１の認証・登録を取得 
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3  運営機構図 

大学本部（総務部・財務部・学生部・学術国際部・施設運営部） 

監　査　室 

学部 

附属小学校 
附属中学校 
附属教育実践総合センター 
附属発達支援教育実践センター 

大学院 人文社会科学研究科 
観光科学研究科 
教育学研究科 
医学研究科 
保健学研究科 
理工学研究科 
農学研究科 
法務研究科 
鹿児島大学大学院連合農学研究科（独立研究科） 

医学部分館 

専攻科 特別支援教育特別専攻科（知的障害教育専攻） 

附属図書館 

 

共同利用・共同研究拠点 熱帯生物圏研究センター 

学内共同教育研究施設 産学官連携推進機構 
機器分析支援センター 
生涯学習教育研究センター 
総合情報処理センター 
留学生センター 

学内共同利用施設等 外国語センター 
資料館（風樹館） 
極低温センター 
大学教育センター 
大学評価センター 
就職センター 
島嶼防災研究センター 
国際沖縄研究所 

研究推進戦略室 
亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 
アドミッション・オフィス 
男女共同参画室 

経営協議会 

学　長 

監　事 

役員会 

教育研究評議会 

保健管理センター 

 

評　価　室 

附属病院      
附属実験実習機器センター 
附属動物実験施設 

附属工作工場       
附属亜熱帯フィールド科学教育研究センター 

法文学部 
観光産業科学部 
教育学部 
 
 
 
理学部 
医学部 
 
 
工学部 
農学部 
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4  学部の紹介 

法文学部 

観光産業科学部 　本学部は、新しい観光及び地域産業に求められる「高度な専門職業人の養成」と「幅広い職業

人の養成」との両立を目指した学部です。理論と実践の融合を目指し真実を追究する人材、持続

可能な観光と社会の実現に貢献する人材、観光に関する高度な専門性と幅広い教養を併せ持ち、

総合的判断力を有する人材、地域社会の発展に貢献する実践的マネジメント力を有する人材、国

際感覚と外国語運用能力を身につけ、国際社会で活躍できる人材、理論を踏まえ、実務に活かす

ことができる人材、高い倫理観を持つ人材を育成します。 

　本学部は、広い視野と専門的な知識、国際的感覚とバランス感覚をもった、人間性豊かな人材

を育成することを目的とし、総合社会システム学科、人間科学科、国際言語文化学科の３学科そ

れぞれ３つの専攻課程（「法学、経済学、政治・国際関係」「人間行動、社会学、地理歴史人類

学」「琉球アジア文化、英語文化、ヨーロッパ文化」）で構成されています。また、これらの学

問の枠組みを超えるような総合的・学際的な教育体制も整えています。それは基盤的な教養を基

礎としつつ、急速に発展する社会的変化に柔軟に対応できる人材の育成です。 

　グローバルな教育的視点に立ちながら沖縄という歴史的・地理的・文化的特性を活かした教育

を行います。ここでは、子供と教育及び教科についての高い専門性と、現代的・地理的な教育課

題に的確に対応できる資質能力を有する学校教員を養成します。また、学校及び地域社会におけ

る教育を担うことができ、共生型地域社会の創造に主体的に貢献できる、国際的な視野と深い専

門知識と幅広い教養を身につけた質の高い人材を養成します。 

　本学部は、「理学」における伝統的学問分野をさらに充実させるとともに、沖縄の地理的特性

を活かした特色ある教育研究を一層推進し、広く社会で活躍できる人材を育成する学部です。 

　本学部は、今日の急激な学問展開と社会状況を考慮し、①基礎科学としての「理学」への期待

と社会的要請に応え、高い理想と広い視野、強い信念、国際的素養を備えた人材の養成、②沖縄

の地域的自然特性等の教育研究及び基礎科学が学問的土台になるような技術・環境・文化等の社

会的要請に対応できる教育研究の推進を理念としています。 

　本学部は、医学と保健学に関する専門の知識と技術を修得し、高い倫理性を身につけ、医学・

医療の進歩や社会的課題に柔軟に対応しうる医師、研究者、保健・医療技術者を育成することを

目的としています。 

　沖縄県の置かれた自然的、地理的及び歴史特性を踏まえ、島嶼環境に由来する困難な地域保健

医療の充実や地域特性に根ざした医学・医療問題の解決に努めています。 

　これらを通して、国民、地域住民の健康保健医療、福祉の向上に貢献するとともに、南に開か

れた国際性豊かな医学部として発展させ、東南アジアを主とする諸外国との学術交流及び保健・

医療協力に寄与します。 

　工学の目的は基礎科学の成果を、実際の産業や人間の生活・福祉などに役立つよう応用・開発

することです。本学部では、今日の工業・技術会社の要請に応え、幅広い教養と技術者倫理及び

高度な専門知識を有し、社会および地域環境保全や平和に貢献し得る、豊かな創造力と実践力を

備えた人材を養成します。 

　本学部は、沖縄の亜熱帯島嶼性という地理的・自然環境条件及び歴史的・文化的特性を生かし、

生物の生存環境と人間の共生を目指して、持続的食料生産、地域農業、環境保全、生物資源・エ

ネルギー利用、長寿・健康及び発酵・生命に関する専門教育と研究を深化させ、その成果の蓄積・

活用と人材育成によって、地域社会並びに国際社会の発展に貢献することを目的としています。 

教育学 部  

理 学 部  

医 学 部  

工 学 部  

農 学 部  
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5  キャンパス概要 

上原地区 上原地区 

15

30

6

●大学本部 
●附属図書館 
 
学部 
●法文学部・ 
　観光産業科学部 
●教育学部 
●理学部 
●医学部 
●工学部 
●農学部 
 
 

1 

2 

 

 

3 

 

4 

5 

6 

7 

8

亜熱帯フィールド科学 
教育研究センター 
（与那フィールド） 

奥の山荘 

熱帯生物圏 
研究センター 
瀬底研究施設 

琉球大学 

N 冬季主風向 

夏季主風向 
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千原地区 千原地区 

西原口 

宜野湾口 

中城口 

圃場 

千原池 

千原寮 

課外活動共用施設 

テニスコート 

第一体育館 

合宿研究施設 

野球場 

400mトラック 

プール 

第二体育館 

サッカー 
ラグビー場 

弓道場 

熱帯生物圏 
研究センター 
西表研究施設 

25

24

28

26

16

14

20
29

21
18

17

27

19

1

2
4

3

22
23

5

9

12

13

10
11

7
8

その他の施設 
●大学会館 
　●就職センター 
●国際交流会館 
●研究者交流施設・50周年記念館 
●保健管理センター 
●中央食堂・売店 
●北食堂 
●がじゅまる会館 

学内共同教育研究施設 
●産学官連携推進機構 
●総合情報処理センター 
●地域国際学習センター 
　留学生センター 
　生涯学習教育研究センター 
　放送大学 
 
学内共同利用施設等 
●風樹館 
●極低温センター 
●大学教育センター 
●共通教育棟 
 
 

附属施設 
●文系総合研究棟 
●附属小学校 
●附属中学校 
●教育実践総合センター 
●理系複合棟 
　●機器分析支援センター 
　●熱帯生物圏研究センター 
●分子生命科学研究施設 
●附属病院 
●熱帯フィールド科学教育研究センター 

：19年度認証取得範囲 

：20年度認証取得範囲 

：21年度認証取得範囲 

9 

10 

11 

12 

13 

 

 

14 

15 

16 エコアクション21取得範囲 

17 

18 

19 

 

 

 

 

 

20 

21 

22 

23

24 

 

25 

26 

27 

28 

29 

30

冬季主風向 

夏季主風向 

N

16

16
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●エコアクション２１認証・登録範囲 

（１）エコアクション２１認証・登録番号 

　　　０００１５５１ 

（２）認証・登録事業者名及び代表者氏名 

　　　国立大学法人琉球大学 

　　　沖縄県中頭郡西原町字千原１番地 

　　　学長　岩政　輝男 

（３）認証・登録の対象活動範囲 

　　　教育・学術研究・医療及び大学運営に関する活動 

（４）環境管理責任者及び担当者連絡先 

　　　環境管理責任者　理事・副学長（財務・施設担当）親川　兼勇 

　　　担当者　環境・施設マネジメント室長　　佐伯　孝夫 

　　　連絡先　沖縄県中頭郡西原町字千原１番地 

　　　　　　　　　　　電話　098-895-8178　FAX　098-895-8077 

　　　　　　　　　　　E-mail　kankyo@to.jim.u－ryukyu.ac.jp 

（５）関連事業所 

　　　・上原事業所　　沖縄県中頭郡西原町字上原２０７番地 

　　　・与那事業所　　沖縄県国頭郡国頭村字与那６８５番地 

　　　・瀬底事業所　　沖縄県国頭郡本部町字瀬底３４２２番地 

　　　・西表事業所　　沖縄県八重山郡竹富町字上原８７０番地 

　　　・奥 事 業 所　　沖縄県国頭郡国頭村字奥２２２１－２番地 

 
（６）事業の規模 

（７）事業内容 

学部学生 7,231 人 7,275 人 7,315 人 

大学院生（修士） 620 人 646 人 678 人 

大学院生（博士） 246 人 259 人 259 人 

大学院生（法務博士） 96 人 97 人 79 人 

鹿児島大学大学院 
34 人 32 人 30 人 

連合農学研究科  

専攻科 4 人 8 人 8 人 

附属学校（小・中学校） 1,174 人 1,169 人 1,173 人 

合計 9,405 人 9,486 人 9,542 人 

教員 849 人 857 人 863 人 

事務職員（看護師等含む） 834 人 822 人 822 人 

合計 1,683 人 1,679 人 1,685 人 

 

大学本部及び法文学部・観光産業科学部、教育学部、理学部、工学部、農学部等における教育研究活動 

 医学部における教育研究活動及び附属病院における医療活動 

 農学部附属亜熱帯フィールド科学教育研究センターにおける教育研究活動 

 熱帯生物圏研究センター瀬底研究施設における教育研究活動 

 熱帯生物圏研究センター西表研究施設における教育研究活動 

 奥の山荘における研修及び教育活動 

 

千　原 

上　原 

与　那 

瀬　底 

西　表 

　奥 

 

千原 1,123,616 � 163,697 � 

上原 139,169 � 89,076 � 

与那 借地(3,183,810)� 1,545 � 

瀬底 25,759 � 5,207 � 

西表 借地(1,989,792)� 3,182 � 

  奥 107,382 � 612 � 

合計 1,395,926� 263,319 � 
 借地(5,173,602)� 

 

地区（事業所）              土      地                        建  物 　　 分　　類 2009年 2010年 2011年 

学
　
　
生
　
　
数 

職 

員 

数 

各年５月１日現在の学生及び教職員数の推移 地区（事業所）別土地・建物       ２０１１年５月１日現在 

地区（事業所）  事　業　内　容 
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役　職　等 役割、責任及び権限の概要 

※1：「EA21」とは「エコアクション21」の略号 

事務局（施設運営部） 
環境・施設マネジメント室 

環境・施設マネジメント委員会 

エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
２１
学
生
委
員
会（
準
構
成
員
） 

附属病院ユニット 

保健管理センターユニット      

熱帯生物圏研究センターユニット  

産学官連携推進機構ユニット 

生涯学習教育研究センターユニット 

留学生センターユニット        

総合情報処理センターユニット    

極低温センターユニット 

外国語センター・就職センターユニット 
（学生部ユニットに含む） 

大学評価センターユニット 
（施設運営部ユニットに含む） 

生活協同組合ユニット 

財団法人徳明会ユニット 

放送大学沖縄学習センターユニット 

大学本部  

協力事業者 

附属図書館ユニット 

　総務部ユニット 

　財務部ユニット 

　学生部ユニット 

　学術国際部ユニット 

　施設運営部ユニット 

平成19年度認証取得 平成20年度認証取得 平成21年度認証取得 拡大 拡大 

法文学部・観光産業科学部 
ユニット 

教育学部ユニット 
（附属小・中学校含む） 

理学部ユニット 

工学部ユニット 

農学部ユニット 

医学部ユニット 

大教センターユニット 
（学生部ユニットに含む） 

機器分析支援センターユニット 

EA21※1総括責任者 

EA21総括副責任者 

エコロジカル・キャンパス推進委員会 

企画部会 

＊ ２０１０年７月１日現在  ●エコアクション21実施体制 
学　長 

内部 
監査 

・環境方針の策定を行う。 
・環境マネジメントシステムに係る規程の制定、改廃を行う。 
・EA21取組状況の全体評価及び見直しを実施し、必要な指示を行う。 

・EA21の要求事項に適合したシステムを確立、実施、維持管理する。 
・環境目標の達成状況及び環境活動計画の実施状況の確認・評価・是正処置について、EA21総括副責任者と
ユニット責任者に指示を行う。 

・EA21総括責任者を補佐し、EA21総括責任者に事故があるときはその職務を代行し、EA21総括責任者が欠
員の間はその職務を行う。 

・EA21学生委員会、学生が参加する環境活動の指導・助言及び取組状況のチェックを行い、定期的にEA21総
括責任者に報告を行う。 

・環境問題に関する基本方針、事業計画及び環境基準の策定 
・環境教育の推進 
・環境保全等の意識啓発及び普及キャンペーン等 
・環境問題の地域連携　・環境問題に対する取組状況の監査 

・施設等の計画、整備及び維持管理 
・環境安全管理の基本方針　・環境安全対策に関する学内の連絡調整 
・エネルギー管理 

・環境目標の原案の策定を行う。 
・環境負荷及び環境活動の取組状況のチェック等を行う。 

・当該ユニットにおける環境方針、環境目標・行動計画を策定し、全構成員へ周知及び指示を行い、EA21総
括責任者へ報告を行う。 

・環境目標の達成状況及び環境活動計画の実施状況について、3ヶ月に1回取りまとめ、EA21総括責任者へ報
告を行う。 

・年間の取組結果について、評価及び見直しを行い、その結果をEA21総括責任者へ報告を行う。 

・環境目標の達成状況及び環境活動計画の実施状況の確認・評価を行う。 
・環境関連法規等の遵守状況の確認を行う。 

学　長 

EA21総括責任者 
（環境管理責任者） 
 

EA21総括副責任者 
 

エコロジカル・キャ 
ンパス推進委員会 
 

環境・施設マネジメ 
ント委員会 
 
環境・施設マネジメ 
ント室 
 

ユニット責任者 
 
 

内部監査 
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3  マテリアルバランス 

�����

������

・科学研究費補助　　２３２件 

・奨学寄付金　　　　６６８件 

・民間との共同研究　　６８件 

・卒業生　　　　  １,５１０人 

・受託研究　　　　　１１３件 

・環境に関する研究、講演、 
　公開講座の実施  

・環境保全等に係る審議、 
　調査の実施など 

社会貢献・地域連携活動 

2010年度 

2010年度 

硫黄酸化物 
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4  環境負荷 

　琉球大学では、教育研究活動に伴うエネルギーとして、電力・都市ガス・Ａ重油・液化石油ガス等を使用しています。

２０１０年度は、総エネルギー投入量の７割を電力が占めており、エネルギー削減を進めるためには電力使用量の削減

に取り組む事が最も効果的であると言えます。本学では「エコアクション21」の環境マネジメントシステムを活用する

ことで、環境負荷低減に取り組んでいます。 

● 電力使用量 

※単位発熱量は「エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則」による。     
　但し、都市ガスについては、沖縄ガス（株）公表値による。 

電力（購入） 

　〃　（太陽光発電） 

都市ガス 

A重油 

液化石油ガス 

ガソリン 

軽油 

灯油 

千ｋWｈ 

千ｋWｈ 

千m３ 

ｋＬ 

ｔ 

ｋＬ 

ｋＬ 

ｋＬ 

326,238 

－ 

118,642 

7,1 55 

1,168 

554 

339 

37

9.97GJ/千kWh 

－ 

61.954GJ/千m３ 

39.1GJ/ｋL 

50.8GJ/t 

34.6GJ/ｋL 

37.7GJ/ｋL 

36.7GJ/ｋL

32,722  

132  

1,915  

183  

23.0  

16.0  

9  

1 

種　類 単位 発熱量（GJ） 単位発熱量 使用量 

● 都市ガス使用量   

● 総エネルギー投入量 

購入電力量(千ｋＷｈ） 

太陽光発電電力量(千ｋＷｈ） 

都市ガス13A（千ｍ3） 

総エネルギー投入量の割合 

　電力使用量は、基準値（直近過去3年平均）比１％減の目標に対し

て０．１％の削減となり、目標は達成出来ませんでした。目標を達成

出来なかった要因としては、使用量の大半を占める附属病院において

患者数が増加したことや最高気温２８℃を超える日数が増加したこと

等が影響しています。附属病院を除いた数値で比較した場合は０．７

％の削減となっており、昼休み一斉消灯、未使用時消灯の励行、階段

利用、夏期軽装、待機消費電力の低減といったこれまでの取組、２０

０９年度に附属図書館、大学会館、学生寄宿舎等に整備した太陽光発

電設備が稼働したことによる効果が現れています。  

　環境目標を達成するために、省エネ型のエアコンや照明設備の更新

及び太陽光発電設備の増設を積極的に計画していくこととしています。

また、２０１１年度は、附属病院の省エネ診断を実施し、その結果に

基づく具体的な対策を検討し、電力削減を推進します。 

　都市ガス使用量は、基準値（直近過去3年平均）比1％減の目標に対

して、３％の増加となりました。附属病院を除いた数値で比較した場

合は、６．１％の削減となっています。しかし、前年度比では２．１

％の増となっていますので、需要の高くなった都市ガス使用量の削減

に向け、引き続き取組を推進します。 
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● 上水使用量 

　上水使用量は、基準値（直近過去3年平均）比１％以上

削減の目標に対して、３．３％の増加となっています。

環境目標を達成するために、引き続き節水等の取組を推

進します。 

● A重油、液化石油ガス使用量 

・Ａ重油について  

　Ａ重油の主な需要は附属病院の自家用発電機です。使用量は基準値比１％削減の目標に対して－１３．３％と大幅な

削減を達成してます。  

  
・液化石油ガスについて  

　学内で消費される液化石油ガスは主に附属図書館医学部分館で使用していますが、２００７年１１月から土日・祝祭

日の開館時間が延長されたことと、２００８年からは夏期休業期の開館時間を延長したことにより使用量が増加して

います。 

● 雑用水使用量 

　雨水及び構内にある千原池からの水をろ過・滅菌して

トイレ洗浄水や散水用として利用しています。  

　雑用水使用量の削減目標は、基準値（直近過去3年平均）

比１％以上の目標に対し、１３％の増加となりました。

環境目標を達成するために、引き続き取組を推進します。 

　昭和５３年に首里より現団地への大学移転が始まり、昭和５５年より千原池の原水を利用した雨水利用システムを設置しまし

た。トイレの洗浄水は、当時よりこの処理水にてほぼ１００％供給し、資源の有効活用をおこない、上水投入量の低減に大きく

貢献しています。 

千原団地に降った雨を集水する千原池 専用の濾過装置にて、濾過・消毒処理 千原団地の各建物トイレの洗浄水として有効利用 

°±²*.³´µ¶·ªyg

上水使用量（ｍ3） 

雑用水使用量（ｍ3） 
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● 二酸化炭素排出量 

● 総排水量 

　千原団地・上原団地の排水は圧送ポンプ場を経由して、公共

下水道へ排出しています。  

　総排水量の削減目標は、基準値（直近過去3年平均）以下を

目標としていますが、目標に対して３％の削減となり目標を達

成しています。しかし、前年度比では１．１％の増加となって

いますので、更に削減に向けた取組を推進します。 

コピー用紙購入量（ｔ） 

二酸化炭素排出量（ｔ－CO2） 学生一人あたりの二酸化炭素排出量（ｔ－CO2/人） 

総排水量（ｍ3） 

● コピー用紙購入量 

　コピー用紙の購入量の推移を示します。コピー用紙使用量の

削減目標は、基準値（直近過去3年平均）比1％としましたが、

結果として２．４％の削減となりました。これは、使用済み用

紙裏面の再利用、E-mail等電子媒体の活用などによる効果と考

えられます。しかし、前年度比では７．９％の増加となってい

ますので更なる削減に向けて、引き続き取組を推進します。 

���� ���	��� 
��� ������������ �� ������������
���

���� � !!����"� 
#�� "���	������ ����"�$%�
#�� ���������&'��()�

�*+,� �-�� �.� ��������� ����()��/� ����-����&'��()�

�012,� � ��� �� 	������� "��-()��� ���������&'��()�

��345� ��� �.� �-������ ����()��/� ����-����&'��()�

�6,� �� �.� �������� �	�	()��/� ����-	���&'��()�

�7,� �� �.� ������� ���	()��/� ����-"���&'��()�

種　　類   使用量  単位 ＣＯ２排出量  単位発熱量 　排出係数 

二酸化炭素排出量根拠 

※沖縄電力（株）のＣＯ2排出係数は2010年度実績分より0.946ｔ-CO2/千kWｈから0.931ｔ-CO2/千kWｈへ変更になっています。 

　エネルギー消費に起因する二酸化

炭素排出量の割合は、電力が82％、

次いで都市ガスが16％となり、電

力と都市ガスの消費による二酸化炭

素排出量が大半を占めています。  

　二酸化炭素の排出量は、基準値（直

近過去3年平均）比１％削減の目標

に対して+0.5％の増加、前年度比で

も0.5％の増加となっています。目

標達成に向けて引き続き取組を推進

します。 

8�������9 �	���������! � �
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　本学が、２０１０年度に投入した環境保全コストは約１２９，６２０千円でした。 

　ただし、環境会計を導入していないため、本学の財務会計システムのデーターベースより項目別に抽出したコストを

集計しています。 
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分　　類 

 

金額（千円） 内　　　容 

環 境 保 全 効 果 の 指 標  

指標の分類 2009年度 2010年度 前年比度（％） 
効　　　　　　果 

１ 環境保全コスト 

２ 環境保全効果 

�
�
�
�

5  環境コスト 

● 一般ゴミ排出量 

　２００６年より、缶・びん・ペットボトルはリサイクル業者に無

料で引き取ってもらうことで、コスト削減を図っています。  

　燃えるゴミは基準値（直近過去3年平均）以下の目標に対して、１．２％

の増加となり、目標を達成出来ませんでした。前年度比でも２．１％の

増加となっており、リサイクルや分別の徹底など引き続き取組削減

を推進します。  

　燃えないゴミは、基準値以下の目標に対して４％の削減、前年度

比では９．４％の削減となっており目標を達成してます。 

● 資源ゴミ排出量 

　資源ゴミは古紙がもっとも多く、次いでペットボトル、缶と続い

ています。  

　ペットボトルキャップ用の箱を別途設置するなど全体的にリサイ

クル意識は浸透していることが伺えます。しかし、一部ではまだ分

別が徹底されていない状況が見受けられるので、今後も集積所の見

直しを行い、リサイクル、分別について理解を深め、更なる資源の

有効利用を推進します。 

��	��-�
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一般ゴミ排出量（ｔ） 

資源ゴミ排出量 （ ｔ ） 
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● 環境関連法令等の順守状況と評価 

6  環境関連法令 

大気汚染防止法 

水質汚濁防止法 

下水道法 

浄化槽法 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法） 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

（PCB処理特別措置法） 

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律 

（フロン回収破壊法） 

毒物及び劇物取締法 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 

（PRTR法） 

消防法 

高圧ガス保安法 

労働安全衛生法 

放射線同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（放射線障害防止法） 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律 

（環境配慮契約法） 

環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進

に関する法律（環境配慮促進法） 

　琉球大学では、環境関連法令等の特定から順守状況の確認、評価等に至るまで本学の環境マネジメントシ

ステムのエコアクション21に組み込んで実施しており、規制順守とともに環境負荷の低減と汚染等の未然

防止に努めています。 

環　境　関　連　法　令 

 

順守状況 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
 

○ 
 

△ 

○ 
 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
 

○ 

 

■環境関連法令等の順守状況の確認結果 

　琉球大学に関係する主な環境関連法令等の順守状況は以下のとおりです。 

■ 環境関連法令等の順守状況に係る評価の結果 
　  毒物及び劇物取締法の薬品管理については、薬品の表示等を改善しました。 

■ 環境関連法令等の違反、訴訟等の有無 
　  違反、訴訟はありませんでした。 

 

凡例（○：達成　△：不十分） 
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　グリーン購入法を遵守し、毎年度「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、これに基づき環境負荷を低

減する物品等を調達しています。また、調達方針及び調達実績は毎年度公表しており、目標達成状況等についての概要

は以下のとおりです。  

  

・調達方針において、調達総量に対する基準を満足する物品等の調達量の割合によりすべて１００％を調達目標と

していたところであり、調達を実施した品目については、目標に達しています。  

・材料に紙、木質が含まれる場合で原料となる原木の合法性が証明された物品等で、紙類、紙製品の古紙パルプ配

合率を１００％としましたが、コピー用紙については、供給が困難なため、平成２０年２月１４日付環境省事務連

絡の対応方策により、準特定調達物品として調達しました。  

・木質製品の鉛筆等は廃木材・再生材利用ですが、１００％ではない場合及び製品の一部分に木質使用のある場合

の原木の合法性は未証明としました。  

  

　２０１１年度以降の調達においても引き続き環境物品等の調達の推進を図り、可能な限り環境への負荷の少ない物品

などの調達に努めます。  

 

 紙類（６品目）  

 文具類（６８品目）  

 機器類（９品目）  

 ＯＡ機器（９品目）  

 家電・エアコン等（６品目）  

 照明（４品目）  
  

 制服・作業服（３品目）  

 役務（８品目）  

 その他  

コピー用紙等  

鉛筆、ノート等  

机、椅子等  

コピー機等  

冷蔵庫等  

照明器具  

蛍光管等  

作業服等  

印刷等  

消火器、カーテン等  

126,762 kg 

257,415 本 

1,814 台 

3,740 台 

74 台 

693 台 

4,126 本 

198 着 

6,550 件 

126,762 kg 

257,415 本 

1,814 台 

3,740 台 

74 台 

693 台 

4,126 本 

198 着 

6,550 件 

分　　野 品　　目 全調達量 特定調達品目 調達率 

グリーン購入・調達実績 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100%

アスベスト含有材の撤去 撤去時の飛散防止対策状況 

団地名 備 考  

床 面 積（m2） 

アスベストを含有する材料が 
   使用されている部屋の床面積  

① 

建物の全床面積 
② 

千原団地  

上原団地  

その他団地  

合　　　計  

3,812 

10,897 

4,799 

19,508

181,032 

90,460 

33,847 

305,339

2.1% 

12.0% 

14.2% 

6.4%

＝①／② 

＝①／② 

＝①／② 

＝①／② 

アスベスト調査結果一覧表（非飛散性のアスベスト含有材） ２０１１年３月現在 

　本学における学生、教職員等の安全対策に万全を期するため、本学の全建物に使用されている建材等について、アス

ベスト含有の調査を２００５年度に実施し、２００６年１０月に調査報告書をまとめ、全学に周知しました。調査の結

果、吹き付けアスベスト（飛散性）は使用されてい

ないことが確認されました。  

　アスベストを含有する材料（非飛散性）が使用さ

れている箇所は、主にトイレ・浴室等の天井材及び

低層実験棟等の鉄骨造の屋根や外壁に使用されてい

るスレート材です。アスベスト含有材を解体・撤去

する際は石綿障害予防規則を遵守し、飛散防止対策

を十分に行います。  

　２０１０年度は、床面積７６８ｍ2の部屋の改修を

実施しました。 

● 環境関連法令の取組状況 

■グリーン購入・調達 

■建物のアスベスト 
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・ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）について  

　本学では、ＰＣＢ絶縁油を使用した電気機器は使用していません。  

・微量ＰＣＢについて  

　２００３年後半に、１９７２年以降に製造された変圧器から微量のＰ

ＣＢが混入していることが確認されました。２００３年１１月に（社）

日本電機工業会から「１９８９年以前に製造された絶縁油を使用した電

気機器は、微量ＰＣＢ混入の可能性が否定出来ない」との結論が出され

たことを受け、本学では、１９８９年以前に製造された電気機器の絶縁

油の分析を実施し、混入が確認された機器は順次、電路から取り外して

表示札を取り付けて保管しています。  

 ※微量ＰＣＢ含有機器は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措
置法により届出を行っています。 

　本学では安全衛生マニュアルを作成し、化学物質を取り扱う研究室及び使用者に対し安全管理の要点を示し指導する

とともに、ＰＲＴＲ法※1に基づき対象化学物質として指定された「第１種指定化学物質」の取扱量についての把握を行

っています。  

　法に定める届出基準量※2に達していませんが、水域・大気への排出量、学外への移動量についても把握し、公表に努

めています。 
　※１ 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 
　※２ ＰＲＴＲ法では、第１種指定化学物質の年間取扱量が１，０００ｋｇ以上、特定第１種指定化学物質の年間取扱量が５００ｋｇ以上の事業者が届

出の対象事業者となります。 

■ポリ塩化ビフェニル（PCB）の管理 

■PRTR法に基づく指定化学物質の管理 

　琉球大学では、主に医学部附属病院において、常用発電機設備及び冷暖房設

備と給湯設備の熱源として、ボイラーと吸収式冷凍機が稼働しています。 

２００５年１１月より、ボイラーと吸収式冷凍機で使用する主燃料を「Ａ重油」

から硫黄分や その他の不純物を含まない「都市ガス（13Ａ）」に切り替えまし

た。その結果、ＳＯｘ（硫黄酸化物）排出量が激減し、同時にＣＯ2（二酸化

炭素）の排出量も削減することができました。さらに、２００６年３月には低

ＮＯｘバーナーを使用したボイラーへ更新し、ＮＯｘ（窒素酸化物）排出量の

積極的な削減を図っています。 　  

　ばい塵対策として電気集塵装置の設置、ばい煙濃度の監視及び蒸気流量計で

蒸気使用量の監視も行っており、大気汚染防止法に基づき年に２回実施してい

るばい煙等測定は、基準値を満たしています。  

※SOxの排出量は公害健康被害の補償等に関する法律により算定しています。 

■大気汚染の防止 

微量PCB混入を示す表示札 

ＰＣＢ濃厚 
～1972年 

千原団地 

上原団地 

その他 

計 

0 

0 

0 

0

0 

20 

0 

20

87 

61 

6 

154

32 / 87 

16 / 41 

0 / 6 

48 / 134 

  

微量･調査対象 
1973年～1989年 

調査済  
混入数 / 全数 未調査数 

変圧器のPCB含有調査状況 

（単位：台） 

２０１１年３月現在 

【上原地区】 単位：［kg］ 

政令番号 指定化学物質名 

13 

80 

127 

411

アセトニトリル 

キシレン 

クロロホルム 

ホルムアルデヒド 

26.0  

98.0  

22.0  

40.0 

年間取扱量 
［Kg］ 

移動量 排出量 

廃棄物量 大気への排出量 土壌への排出量 水域への排出量 
（下水道） 

公共水域への 
排出量 

26.0  

102.0  

24.0  

40.0 

 

4.0  

2.0  

 

2010年度　主な指定化学物質の年間取扱量 

【千原地区】 

政令番号 指定化学物質名 

13 

127 

186 

281 

411

アセトニトリル 

クロロホルム 

ジクロロメタン 

トリクロロエチレン 

ホルムアルデヒド 

年間取扱量 
［Kg］ 

69.0  

140.0  

1 1 1.0  

24.0  

16.0 

69.0  

134.0  

89.0  

13.0  

14.0 

単位：［kg］ 

移動量 排出量 

廃棄物量 大気への排出量 土壌への排出量 
水域への排出量 
（下水道） 

公共水域への 
排出量 

0.3  

5.0  

22.0  

10.0  

2.0 

 

1.0  

 

18年度 

1,200

1,000

800

600

400

200

0
19年度 

1,112

21 42 41

198

20年度 21年度 22年度 

SOＸ排出量（m3N） 
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　千原団地・上原団地の排水は圧送ポンプ場

を経由して公共下水道へ排出されています。

両団地内の特定施設に該当する建物には、排

水モニター槽が設置されており、定期的に排

水水質の確認を行っています。また、公共下

水道への排出口に当たる圧送ポンプ場では、

下水道法に基づき排水の水質検査を月１回行

っており、水質保全に努めています。 

　学内の教育・研究施設等から排出される実験系廃棄物（廃液等）に係る処理は、全て外部委託処分により行うよう 

２０１０年度から変更されました。  

　廃液等は、学内の廃液等分別方法に従い指定容器に分別回収され、各研究室等の排出責任者が提出する廃棄物処理依

頼カード（処分に際して必要な内容物等に関する情報が記載されたシート）を添えて、処分委託先の専門処理業者（回

収・運搬並びに処分）へ定期的に引き渡され、処分されています。  

  有害性物質等処理に関して取扱いに特段の注意を要するものや法令により特別な制限を受けるものについては、所属

部局等事務部を通して法令に基づく手続きを経て、委託業者が排出研究室等から直接回収し、処分しています。 

■ 排水の水質管理 

■ 実験系廃液の処理 

排水水質（ＢＯＤ）の平均濃度推移 

圧送ポンプ場 

(mg／L)

水銀系廃液  

シアン系廃液  

フッ素系廃液  

重金属系廃液   

難燃性廃液  

難分解性廃液  

可燃性廃液  

ハロゲン含有廃液  

有害固形物  

無機系廃液 

区分 種類 2004年度 

小計 

小計 

部局等直接処分 

2005年度 2006年度 2007年度 2009年度 2008年度 

実験系廃液処理量の推移 

 実験系廃棄物処理の流れ 

単位〔Kg〕 

有機系廃液 

合計 

 182.0  

 

 29.6  

 1,860.2  

 2,071.8  

 4,306.2  

 198.1   

 732.7  

 406.8  

 

 5,643.8  

－ 

 7,715.6 

 47.2  

 

 39.0  

 4,292.6  

 4,378.8  

 3,615.4  

 29.7  

 3,176.0  

 1,258.7  

 

 8,079.8  

－ 

 12,458.6 

255.3 

 

622.2 

2071.3 

 2,948.8 

2133.0 

19.4 

341.0 

0 

 

 2,493.4 

－ 

 5,442.2

392.8 

 

182.6 

802.0 

 1,377.4 

2278.2 

181.2 

292.4 

477.7 

 

 3,229.5 

－ 

 4,606.9

178.6 

 

47.2 

1,321.4 

1,547.2 

4,747.6 

1,095.0 

1,154.8 

1,411.3 

 

8,408.7 

－ 

 9,955.9 

135.0 

 

46.2 

1,524.9 

1,706.1  

1,049.7 

224.1  

637.2 

366.1  

 

2,277.1  

 5,590.0 

 9,573.0

2010年度 

130.0 

69.7 

26.0 

794.1  

1,019.8 

1,100.8 

218.9 

975.5 

144.4 

29.0 

2,468.6 

 257.6 

 3,746.0

部局事務部 

承認された廃液の搬出 

申請の承認 

廃液回収の申請  
（有害性物質等を除く） 

廃液の搬出（回収・処分） 

有毒性物質等  
＊PCB汚染物質及び 
放射性物質を除く 

機器分析支援センター 各研究室にて 

廃液の分別貯留 

回収指定場所 

産業廃棄物業者 

（収集・運搬・処分） 

��
�¸
�
�
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�
�
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�
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■ 医療用廃棄物の管理 

　廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に 関する法律）に基づき、廃棄物の排出の抑制と分別・再 生を明確にし、適

切な処理を行っています。　  

１．医療廃棄物は感染性廃棄物と非感染性廃棄物に分別収集し、感染性廃棄物集積所及び非感染性指定集積所に集積保

管しています。  

２．感染性廃棄物の収集運搬には他のゴミ収集運搬車と区別し、非飛散型専

用収集運搬車を使用しています。  

３．感染性廃棄物は廃棄物の種類に応じて密閉容器（プラスチック製）、堅

牢な容器（ガラス製及び金属製）、二重にした赤いビニル袋等に区分け

し、バイオハザードマークを貼付し集積保管しています。  

４．非感染性廃棄物は青い袋に入れ非感染性廃棄物ラベルを貼付、搬出部署

名を明記し、指定集積所に収集保管しています。  

５．医療用廃棄物及び特別管理産業廃棄物は、沖縄県知事の許可を得た特別

管理廃棄物収集運搬業及び処分業の許可業者（専門業者）に委託処分し

ています。 

■ 放置車両・不法投棄の対応 

　毎年、千原団地にある放置自動車及びバイクの一斉
調査を行っています。これまでの取組の強化により、
放置車両は年々減少していましたが、２０１０年度の
調査結果では、放置車両がかなり増加しています。今
後は、２０１１年度の調査・指導を踏まえて、所有者
による改善が見られない車両については処理を検討す
る予定です。  
　放置車両の処理方法として、所有者が判明した車両
について撤去を促し、一定期間保管して所有者の申し
出がない場合及び専門業者への調査により財産的価値
がないと判断した場合に廃棄処分しています。  
　不法投棄については規制看板や、不法投棄された場
合の連絡体制、処理方法についての取り決めを行い、
迅速な対応で不法投棄させない環境づくりとゴミ（タ
バコ）のポイ捨ての禁止も含めて、環境美化の取組を
強化しています。  
  
関係法律  
　・廃棄物処理法、自動車リサイクル法 

廃棄物処理フロー図 

病院排出廃棄物 

一般廃棄物 

産業廃棄物 

再利用ゴミ 

缶・瓶 
ペットボトル 

可燃ゴミ 

金属・プラス 
チック・ガラス 
ゴム等 

粗大ゴミ 

委託業者処理・最終処分 

委託業者処理・最終処分 

委託業者処理・最終処分 

血圧計・体温計・廃試薬類等 

※血圧計・体温計で水銀を含むもの 

感染性 
廃棄物置場 

非感染性 
廃棄物置場 

特別管理 
産業廃棄物 

放射線廃棄物 

非感染症廃棄物 

感染症廃棄物 

鋭利物・血液等が付着した 
脱脂綿・ガーゼ・手術用手袋 

ホルマリン廃液等 

感染性廃棄物置場にて 
一時冷凍保存 血液・臓器・組織 

点滴ビン・ギブス・輸液パック等 

不燃ゴミ置場 

可燃ゴミ置場 

再利用ゴミ置場 

再利用ゴミ置場 リサイクル業者 

委託業者処理・最終処分 

委託業者処理・最終処分 

委託業者処理・最終処分 

粗大ゴミ置場 

※改善台数とは、所有者が処理したものと大学が処理したものを含みます。 

放置台数 

改善台数 

未 処 理 

放置車両状況 

28 

26 

2

２３ 

２２ 

１ 

２７ 

２４ 

３ 

3 

3 

0

３６ 

８ 

２８ 

２１ 

６ 

１５ 

７ 

７ 

０ 

４４ 

４４ 

０ 

自動車 バイク 自動車 バイク 自動車 バイク 自動車 バイク 

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 

単位（台） 

撤去を促す貼り紙 規制強化の看板 

���¸�� ���¹�� ������ ���º�� ������
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7  各部局等の取組 

　琉球大学では、環境への取組をより効果的かつ計画的、継続的に実施するため、環境省が策定した「エコアクション
２１」の環境マネジメントシステムによる環境活動を全学で行っています。２０１０年度に、第２回目の更新審査に適
合し、エコアクション２１の認証・登録を継続しています。　エコアクション２１では、計画（Ｐｌａn）、実施（Ｄｏ）、
取組状況の確認・評価（Ｃｈｅｃｋ）と見直し（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクルを基本とし、１３項目の要求事項を満たす
必要があります。その１３項目の要求事項を満たすための具体的な取組として「エコアクション２１行動指針」を策定
し、行動指針に基づき活動を行いました。取組結果は、各部局等のユニット毎に、組織の特性に応じた取組も含めて「環
境活動レポート」を作成し、学内ＨＰに公表しました。各ユニットにおける独自の環境方針と取組状況について紹介し
ます。 

● 教育学部ユニット（教育学部） 

写真１ 

写真２ 

写真３ 

写真４ 

（環境方針） 

�� ¡¢£¤G¥¦§d¨P©�ª«��¬d®¯°nOI°n±1°²³a´µ°¶·¸��¹G�fº»¼¸½¾º

¹¿MÀÁÂÃOÄ´µdÅÆ�ÇÈ°�ÉÊ¹ËÌÍÎ�Ï¢Ð²³aÑ¢Ð ÒÃÓG¬¸ÑÔ�ÕÖ��d ¡×

¸ØÙOP�Úº¹ÛdÜÝ¸¡Æ��Þß¨P:¢fgàáâ�ãäÖ¿½åIæ�½çÎGOÄ´µdèé¸ØÙqÇ

·ºêë��ìíÖ�ÜÝî¡ï ¡n¢ðfg¸ñò¹G¼_ódôÒº¹ÛdÜõîöÎ8Ùä÷ø÷Ãùú�GOÄ

�ûüýþ�d��º��°Ã�����	°�
����ºÂ�¸�Æ��Þ÷¿G¼�º±1d��·¸��G��

��·¸q���¹G¢ad�¸�����¿�dñò·�ÜºÜ¸ !ÃÓd�X"�UXkÂ�¸#ÙÕºÍG$%°n

OÄ° ¡{ú�&'(ï)*�Y�ÍÎ��8°nb+°,-�¸./¿ÜÝ¸�Æ��Þä��Gqrº»�¼Î�O

P�Úº¹Ûdq0º1�¸./Û2�¹G34X5VÃ6��78¹¿ ¡G9�G´µËÌ¸:¹;��Þ

（取組状況） 

 （１）小中高・大学におけるエネルギー環境教育の研究実践 

�� ¡¢£¤G<=dfg��¸bJ¹÷¹¿Þ

���>åÝ?¢µ@�	ABCD£EFGHµßOIÍJK¹Û��T�ùú��¹ÛâLM�[¢

£-��-ÉÊN��O��PÆ��QRß¨P:¢nôS�KLTâ¸�AKU�å¢-��"G-�����L

TOV².WXY�¸Z¹Û¢!OPQR1>?[\LT�Ï¢Ð�]�Q¼^_OnstN^`O

ÉÊ��TUVWXº�;�ï�Û�ab�n`a3XcXdXJãnef�ghÏ¢Ð�Q¼Yi

-���ÉÊN���O��@��A¹ÎÃ/\÷ï�VjUVJãnTUVWX Ýdkl�Èc�Xm

X�no�7pOÏ¢Ð������ß¬dèédTUVWX�ï�Ûâ�ab��ghÑ¢Ð�Q¼

Yi���	ÉÊN��O�	]qp,r?dstuvwJKdx¢µ������G�����ÉÊN-OG	O�


 yn¢¼YizûmX�34X5{|}5i|X ��STUEFº.dç~�����LH`

a3XcXdXwY�X�������£[��Ð����"]��ÉÊN�"O�� yYizûmX�f

g ¡b+\���`a�\�V�XVwY�X�����������ÉÊN��O�� ¡(��4i

��kdôïß�c�þ�  �XV���¢Ð�â�²�ÛG5��h TUVWX�����a

b���¢�2¼n�Ð�Q¼Yi�AbJ��������	����-�����-����	����ÉÊN"�O���O���O��"

O���O�-O�¬�dTUVWX\�`a5��T��XV�����ab�nbc�¬�7

¬[��Ð�����[�1¢��Q¼�"O����TUVWX�����ab�nbc�Ñ��7�

oÏ¢Ð�������ÉÊN"Q¼�"O���8Mð��²�ÛGTUVWX ¡¶�L�ßÙ�÷�P

 T¡dTUVWXº¡d¢�¹â����	:¢¼nôS�Ú��O��9��4i��kßi�£X4

¤¥d¿�dqrfg ¡�43c¥dK¦â¸;�§¨dÆ�¸´µ²³a¢µ��©¹÷¹¿Þ

�>åOPª«�¢¬8j4��z���5ßi�jX�â�"®��>��¬�7¯_°nvF

°d�KLTß¬�di�jX�¸±��â�	²���¨P:¢ÇUd�³5kß¬�¢d´a

µ����â��²�>¶·�É¸��O¹:¢ÇUd�KLTßi�£�X¤º¹�»â��²">¶·�É

¸��>åOI¢µ�5¼i½¥ßi�jX�§i�£X4¤¥ºOI¢â��²����qrfg 

¡�X d¾�¿±ß¬¡�£d6ÀÁÂÃ�²Ä�:;fgÅý�453âdÇÆ¸Ç�§2È

ÉndV kOÄdqrfg¸s���¿�d9�¸;�÷¹¿Þ�¶·�²³a¶·��

（２）地域社会におけるエネルギー環境教育の普及･啓発活動 

��ÕÓ.Ê�T5 Ë� �¬�¬ÕÓ.d�	��	]�-ÉÊN���O��Ì����c5ÍË� ������¬�5³5

��5z5�XJãÎ	���]��ÉÊN���O��¨P:¢�KLTLTOV².WXY�¸Z¹Û¢!OPQR1>?[\

LT�-��"G��ÉÊN��O��@��A¬dÏ�÷ï���7ÐÑ°�����]��ÉÊN���OG\Ò�¢ ���O��¨d!

ÓÔï�

（３）その他の取組（附属小・中学校含む） 

��Õ�Ö×�³����û¸4Ê��V¹G]^_@�y¸ØÙ�ÚpÛÜÝd4Ê��V�Þ��ÚpydØÙ�ßàá

âGãÞdäpG�\jXV�p��¼ �X�³�åDæ¦dçÀ�èé6êdbJ�ëìKBQR¸íî	ïð��d

ñÙ
ò�óô>?���õôdçÀ��ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø
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● 教育学部ユニット（附属小学校） 

「電磁石のはたらき」の授業風景 

（環境方針）

��ù¢ð,-úû¸ü÷�Gýþdb���8°Ã¢ðd�õG´µGI�G¶���GÑ�C�º¢Ð2\�¶���Í

dÈc°2\��²�Û)�Gfg���¹¿,-Gb+¸²ÕÃ/Û�~Þ

（取組状況）

��¨P:¢ ¡¢£ghÏ¢ÐÍ¤GTUVWX ¡b+kc��VÐº¹ÛTUVWX ¡�
��	Í�÷�ÞTUV

WX ¡b+dkc��VÐº¤GßTUVWXùú�ï�ÛG
�G�%�.�¿��é°��ïçÀ°Ã
�î�ú

Í�îGTUVWX ¡¸¢Ð�Èd¢ð��dÑ�ª«�ÄG���OÄ´µCºd¬�d.º���Ãb+���°�


��	Í�~¢Ð¸ßTUVWX ¡b+Ðâº¹Û��dÏ¢ÐnÑ¢Ðn�C¢Ð���B¹GTUVWXfg ¡

��z5�Xî��ÃD�¸2/ÛGTUVWX ¡¸b+¹Û�~¢ÐâdÕº¸,¹÷�Þ

● 附属図書館ユニット 

（環境方針）

��gh�Ü°¤G¢¼G �Òd ¡n9���¸D���JKÍì�G�~däpNî�Ö�Þ¨d¿��)Ã¢ðn9

�fgdLM��úÃ��nTUVWXd��°äp����ºº.�Gfg�¬��dÖ×²³aæ¦ ¡:;CdÚ�

¸ØÙÞ¨P:¢dfgI��½ç�ÛGgh�Ü°¤<=d�Ü°fg2�¸:;��Þ

��ß�Ü°fg2�â���fg�¬b������c5 �Ü`a¨dÓfg�¬�?dÖ×¸:;��Þ�^�fg�¬

�?JãµdKUC�³�æ¦ ¡����Þ�Ô���d��°äp�S��GSTUGåDG4Ê��VC�����Þ!

�`� |5j !6���¹¿fglm�
��Þ�!!

● 教育学部ユニット（附属中学校） 

（環境方針） 

��" ���8°Ã¢ðd�õ¸Z¹Ûfg�ï�ÛdI#¸���Þ

��Ð�� �dv1���G³�³�¢ðfg¸ï~�Þ!

��fg�ï�Û¢!¿�GqrÈc��G$%¼Ï°��G´µ&'��C�ÉÊ��Þ!

�(STUGåDG4Ê��V�
��)GOPfgdst����Þ

（取組状況）  

��ghÑ¢ÐÍ¤GKÐ^Q*��
��	Í����Í�Þfgv1º¹Û^_�_QRd+��+¤G=,d-.�o

��÷ønlIl/n01��
��)÷¹¿Þ

���÷ø���ÒÍ®n2d3dµd��G ���d�û¸ô4�5Ù��¸bJ¹÷¹¿Þ

�������£���6ÒµG78ÃÓd÷ø9c5þ��¸::¹÷¹¿Þ

�������ô;:*ÃÕº¤G�û¸�äÃ�G<äÃ�ÕºÍì�Õºdæ¦¸bJ¹÷¹¿Þ

���lInl/�� �d4�dXG<dÑdlIl/d>=1¸*,¹÷¹¿Þ

����������»7_dBª«¸>��Þ�?�Äd,-¸@A¹÷¹¿Þ

�½�01���õZ��÷øîKBÍÎ�³Ù�,-¹÷¹¿Þ

�������÷ø�õ��G÷øîC~D�/¿�8G÷EFGÕÃHÄ�IJd÷ø¸KLÙ³Ù�G,-¸2�÷¹¿Þ

�������M�ìíÖ�9c5þ���÷ø�Íì/Û.GFAd\NÍÃ�O�PdQB�¤RÖÃ�³Ù,-¸2�

÷¹¿Þ

表 

「燃焼の仕組みを理解しよう」の 
授業風景 
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● 医学部ユニット 

● 法文学部・観光産業科学部・法務研究科ユニット 

（取組状況）

��JK`aKmSMTUVVédW��ûX��"YZ�¤©ãî���ç��Ù��GÕ�©ãîì�÷.	Í¹¿Þ÷¿G

[.Ã~\¼°Ãùú.ì/¿Õº��GÕ�©ãî]1ÍG\¼à.±�äÖ¿�ûX^�_�¸2�GÕ�d@A¸�

�Õº�³�G��`)¸4Ê��V¹]^_@�ydØÙ¸a;¹÷¹¿Þ�ÚpÛÜÝ¸×�4Ê��Vr?º¹Ûb

c¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�p��¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹

÷¹¿Þ�èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ�ëìKBQR¸íî¹÷¹¿Þ	

fg)dô4h7�³�STU¸bJ¹÷¹¿Þ
T�����p�³�ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?

d¿����õô¸çÀ¹÷¹¿Þ�ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø¸bJ¹GijÃTUVWXdkÊ¸>?¹÷¹¿Þ

¢£�fgv1��Vfgv1���ï�ÛJKnNI �\¼6ÒµÍ>l`aY�mnCd1oî2�ÖG�ÒG¢

¼^pq¹G^_�_QR¤�ÒG¢¼ÉÊd=Gr®r>º�^®�>d^A2�÷¹¿Þ
�.Bé°�G�Ò`a¢

¼ÉÊ�³�¢£�fgv1��¸2Ùºº.�G>s��fgv1�ï�Ûd�pdöt¸��G¢£fgI�dJÆ�

öÄÛduÈ°Ã2�¸2/Û�Î÷�Þ

取替後のごみ箱 

環境図書コーナー 

取替前のごみ箱 

（環境方針）

（取組状況） 

��fg�Ü�XmX�=KJã�^__vQR��d½5�Xa�fg�Ü�XmX¸K«¹ÛG¶�fgwd Òî�Ü

¹¿�xyz¸=KJã¹Û�÷�Þ>s��äpNd×÷��ZÍì�Õº��G{Ô.�~³~äpäÖÛ�÷�Þ!

��x®dfg®õ�WÃ)ß|}JVB�³ÙT�c�Ë~~â¸KU¹÷¹¿Þ�Jãz�¤v���kVÍ¹¿îGéõÑ!

!!!!!!�`Ad�¹�¹îì�÷¹¿Þ�éõV^_�_Qx®^Ô>]v®^_>�

��Õ�Ö×�³���`)¸4Ê��V¹G]^_@�y¸ØÙ¹÷¹¿Þ

��ÚpÛ)ÜÝ¸×�4Ê��Vr?º¹Ûbc¹¸2�÷¹¿Þ

��Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�p�

��¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹÷¹¿Þ!

�	èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ!

�
ëìKBQR¸íî¹÷¹¿Þ

��fg)dô4h7�³�STU¸bJ¹÷¹¿Þ

��T�����p�³�ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ

�ò�óô>?d¿����õô¸çÀ¹÷¹¿Þ

��ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø¸bJ¹GijÃTUVWXdkÊ¸>?¹÷¹¿Þ!

環境方針 行動計画 

①緑にあふれ、清潔で健康的なキャンパスを 
　つくります。 

②環境マインドをもった学生を育てます。 

③エコロジカルなキャンパスをつくります。 

・学生、教職員が参加する花壇整備、記念植樹 

・教室等施設の清掃強化、ゴミ分別の徹底 

・分煙の徹底、タバコの害に関する講演会の開催など啓蒙活動の実施 

・環境に関わる授業の充実 

・環境保全に関する定期的な講演会、映写会などの実施 

・節電、節水の徹底 

・ペーパレス化の推進 

・自家用車による通勤・通学の抑制（駐車場利用の制限強化） 

・関連法令の遵守 

 

（環境方針）  

��¥¦§OÄCdfg��¬���¢ns�¢ ¡dbJº¢F9�¸:;��Þ!

�� |5j �dv1`a�)Ã ¡n9�nY�fgCdLM����Þ!

��]^_`a1¢_E��¹ÛGfg�¬��n��n�BC¸�î¹¿NI¸2ÙÞ

�(��d��°äp�S��GSTUGåDG4Ê��VC����G&'^@�yØÙG]^_

@�yØÙ�
��)G1¢_EdÚpn]^����)0NI¸2ÙÞ

（取組状況） 

�À¦DdÚpyd
�Vèé6ê��__�dbJ�²fg)ô4h7²F��nèÚp�dh7dbJ²åDd¼ �

Xn�XVd�ã²��XpÞd4Ê��V9�� �³�AÖ²ßàáâ²jXV�p�³�ÞÚpydØÙ!�34X5

��da;VT�hX���n�¼ÞÃÓdfg��d_�d¾J!�ò�óô>?d
�V�_�dõô�,B�Z<�Í

dóôõ?¸çÀ�!�fgv1��VBé°Ã��G�BG��CdNI¸2�!6dLM���Û�÷�Þ�]^_yd

ØÙV�na	n��k9kVÃÓdÕ�AÖ�³����û¸4Ê��V¹G]^_@�ydØÙ¸a;¹Û�Î÷�Þ
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● 附属病院ユニット 

（環境方針） 

��� |5j G���dv1`a�)Ã��n9�nY�fgdLM����Þ

�T�����5^�gh���ý�kdbJÈ�¸lm¹G2�9}dbJºfg*�dJÆ

����Þ!

�fg�¬��n��n�BC¸�î¹¿NI¸2ÙÞ!

(��d��°äp�S��GSTUGåDG4Ê��VC����G&'^@�yØÙG]^_

@�yØÙ�
�)G1¢_EdÚpn]^����)0NI¸2ÙÞ

（取組状況） 

�TUVWX�¬�ï�ÛVT����¸"£����¹Gïð��CdñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ� Æ£dô£�¡¢À¦

�jUV¸K«¹Û��ØÙde)¸bJÑÍ�Þ�34X5��da;V\Çp�Cdh£�CT�hX���`a�¼

Þ¸Úp¹¿w�¸¤¥°���¹Û�÷�Þ�ôS]^_�ï�Ûù¦n§ÞnpÞÝG�na	n��k9kVdÕ�

�³�4Ê��VdçÀ¸2/Û�÷�Þ÷¿GFú_�¸¨X¥�Xi��©¹G¢�ª«d4�X ��äp��³�

]^_ydØÙ¸2/Û�÷�Þ�{=·]^_n¶�NIÏ�]^_V\ÇØ¬NîLðµ�ÉÊ¹GhýË� kNIG

{=·]^_º{=·]^_dÕ�d@An)*ÃHII�d®1¸��÷¹¿Þ�fgs��ï�ÛV¯�°±�²ª

°±��¹Û³�ÜÎ�´�Üdµ�ÃÓ¸2�÷¹¿Þ	fgv1�ï�ÛVBé���n�BY�dbJºY�Í¦¼

¹¿¶·2�¸¹Cd¿�º1¸bJ¹G]^_ØÙ¸bJ¹÷¹¿Þ
»O�Ídõôjk4XV¸bJ¹Gõôo���

�÷¹¿Þ

● 学術国際部ユニット 

（環境方針）  

�¡¼n¥¦§OÄdqr¼NwºÜõ������¢F9�¸:;��Þ

�OÄ´µº¬�¹Gfg��¬��æ¦ ¡GEFd½`ÃÓ����Þ!

���d��°äp�À¦DyCdØÙGáâ_npÞÝdÚpyØÙG]^_dÕ��³�@�y

ØÙ�����Þ!

(qr¼Nwds����¹¿ |5j v1����	°�ÉÊ��Þ

（取組状況） 

（１）亜熱帯島嶼科学研究の推進Vß¥¦§¡¼�¢¾Ä9�:;ð¿dÇUÍ^_�_Q�®��>]^x>�¬�7

¯_°nvF°Í2�Ö¿¶�Jã|}¬d�¢´aµ^_�_â¸KU¹÷¹¿Þ���d��ÃÕ�d¬9�Nî

ôÀ�µ¹GJã�+¸²«�îÉ¸��Õº�³/Û�ûüýÁX��5¸ÂÃ�¹Ãî�ÄÅ¸��GÆÕ�õd9�

¸:;��ÕºG²³a9�Æ�¸Ç~ôS^¦È���¸ÉÒ¹G¶�P%¸ØÙÏÑ¢¼î��ÃÕ�d9�Æ��

ÊÖ�ðµ¸ï~�ÕºÍGËÇ���¸./¿ÜÝ¸OÄÍ¡Æ��Õº¸*°º¹÷¹¿Þr>õÍ�Ô�ÜdIîé

�¹Û=ä�GÇ~ôS´µ�¬dqrfg�%_TUVWXùú¸Õ����~¦È��ÕºîÍÎ÷¹¿Þ

（２）環境に関する各種公開講座・授業等V�^_�_Q�®`>]�®�^>��ÄÛG¼Ì¢ð ¡z5�XdÍq|

}LTº¹ÛßMÀÁÂÃ´µd¿Î�öÄÛ]fgYZd$�ºÏ¿Wdèé]â¸bJ¹÷¹¿ÞåLTÍ¤Gfgù

úbN¸uÈ°Ã"X�XÍ1o¹GÐÑ�qÒÈG|���ÚôÜôÜî��Ã�YZ¸LÓ�ÕºîÍÎ���ï�Û

¢ð��º»�G¨Ù¹¿fgùú¸³�ÔÕÃ\iº¹ÛÖ��¿�G×�dÔÕ�ì�î�ØÎfg�ÊÖ�qrÈc

�43c¥¸Ù�Ú)÷¹¿Þ÷¿GåLTdbJºÛ.ÛGôS�|��^dT�����5^�oÜ
Ý½`�öÄ¿


�)º¹Ûß¨P:¢�ý��þ��43c¥â¸bJ¹÷¹¿Þ�².WXY�¸Z¹Û¢!OPQR1>?[\L

T��KLT�v®�y>n^^> ¡¢£�²�ÛKLäÖ÷¹¿Þ¡¢�Þ��V{�ß\�¦�àáß\�¸p�¿

�ââ�;q�±dwY¸Z¹ÛG�¼ÁÂTUVWX�TUVWXdàáÃÓ�ï�Û¢!º»�GOPQR1>?YZ

�ï�Û[\Í±���ºÃ�÷¹¿Þ

（３）一般市民へ環境に関連する本学の授業７科目を公開しました。��Kb�VT�£X4¤¥¿�6ÀÏ��¢£�GM

ÀÁÂ6À¿²fghXÁþ�53�6ÀÏ��¢£�G¦§¼_¼Ï¢ã¿�I¢£�GfgTUVWX9}�[¢£�G�

�d�¢�»Z ¡�*�Gfgäåæçã¿���Gèd±1¯����

（４）琉球大学２１世紀フォーラムを定期的に開催しています。�@`vA¨P:¢^�éËêXc¥�þXhV�ë»

þVßì)¬Yâx®^y>ÉÊ�`_O��@y�A¨:^�éËêXc¥�þXhVË�VXÍ��qrTUVWX

¸¢!�í&î¸�p¹¿ùTUVWXºÕèéâï�^dðñ��^®Ô>ÉÊyyO��@yÔA¨:^�éËêX

c¥�þXhV�dÑÍòîóÕ/Û��d�ô�õ�öº¼Î_ºd�÷��^®Ô>ÉÊ``O�

（５）その他の取組V�Õ�Ö×4Ê��Vº]^_ydØÙ!�ÚpÛ)ÜÝd4Ê��V!�Þ��ÚpydØÙ�ßàá

âGãÞdäpG�\jXV�p��¼ �X�³�åDæ¦!�èé6ê!�ëìKBQRdíî!	fg)dô4h7!!
ï

ð��dñÙ!�ò�óô>?!�ö¾ðË�V�XdBé°÷ø

��c��¢¼�Y¹GÚp�dÈ¡°�3c5ÍG£��øäù¼JK�d÷ø¸ú2¹Û�÷�Þ	¥¦§fgC�

�÷��G�¢Gs�¢ ¡�¢F9�¸bJ¹Û�÷�Þ
1¢_ENIVûnü_NI¸ß�7:¢�Ü¨P:¢û_

`aü_NI�ýâ�³�
þ��N¸«ÎGNI�¸m�G�psN��³�í+NI¸bJ¹Û�÷�Þ�bc]0V

ð�Õ�D�z5�X��	¹G)0�HI¸bJ¹÷¹¿Þ
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● 熱帯生物圏研究センターユニット 

● 機器分析支援センターユニット 

（環境方針）　

�¢��²Ä�Õ�ABð�d×Ñô
NI¸:;¹GJK��²Ä�Õ�ABð�d)0NI���G

ÕÖ�dð�dÚpI�Cd,-¸2�G�;nDn"ë� d)0ÃÚp����Þ!

�1¢_E��í1¢_E¸��d
þ�sNnÚpn]^�d,-n �NI����æ¸�	

°�2�G1¢_Ed)0NI����Þ

�t,��¸ZÓG�)Ãfg¸LM��¿�d2���	°�
��ÜÝ¡Æ����Þ

(z5�X¸äp�� �Òn¢¼º»�¢�dfg �NI��îÂÃ�ï7���f��³Ùå¢

å£î2Ùfg �NI��¸D�¹Gfg^dwxdñÙ1����Þ

（取組状況）  

（１）廃棄物についての取組V�bcw]^_dHII�îG�£6�HÕ�à�äÖ�Õº���G���¸äp¹¿�

 þ¥¸K¦¹op¸KB¹÷¹¿Þ�]0HI��KÀÎ¸G0¹~I#¹G�p¹Û.�Ù¿��G¨X¥�Xi��

�d��¸�©¹G�]µC¸KU¹÷¹¿Þ�bcw]^_î�£6�HÕopKBºÃ�G"9����éõsNäÖ

Û��]0ÃÓdlI¸;�ß �Í�4X5Ãbcfg¸Y�â��dôfº¹ÛG]0HI��dI��]0dÕ�I

�C�ï�Û��n,-��ßHIÊ¼Xk�â¸�Æ¹Gåz5�X���äÖÛ��äp9��¸ÑÔ��AD���

��¸2�÷¹¿Þ�1¢_ENI��¹ÛGj3�5ÍÚpTUNIÍÎ�³Ù�s7��1¢_E�ï�ÛG����

�; ¸ïÄ÷¹¿ÞÚp,�¤GÚpd�R,���Õº¸rýº¹Û�÷�îGÚpTU��ÓÛ�d®]Ôd®!�

�AlR¸8��Õºº�¹÷¹¿Þ÷¿Gs7TU¸j3�5ÍNI��Õº�³�Gûnü_dNI¤.º³�1N�

@�ë,B1¢_E�"¬��.dd
þydNI���ï�Û.&'�Y�ÍÎ�³Ù�Ã�÷¹¿Þ

（２）地域社会との連帯についてVz5�XÍ¤G �Ò`a¢¼d¿�dzûmXdÓ�G¢�dI�|�zûmX¸|

}¹¢�dI�.ÉÒ¹Û�÷�Þß��ä¹�ð�Õ�zûmX�� ��kV�³�7ð18_d¿ò�^_�_Qx®

��>��ä¹�ð�Õ�zûmX��#$n#%�"X�¸½�ÓÕ÷Í¿ò#��&Ö���^_�_Q�_®�`>â

d^ï¸KU¹÷¹¿Þ

（３）その他の取組V�Õ�Ö×4Ê��V�³����û¸4Ê��V¹GÏ�_@�y¸ØÙ�ÚpÛ)ÜÝd4Ê�

�V�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�p��¼ �X�³�åDæ¦�èé6ê�ëìKBQ

Rdíî	fg)dô4h7
ïð��dñÙ�ò�óô>?�ö¾ðË�V�XdBé°÷ø

（環境方針）  

���d��°äp���GOP��ÍdQR1>?�ËÌ��Þº��ÄGSTUVWX��¹Û¤G

Ïä~Û.uÈ°Ã2�¸:;n':��Þ!

�fghUij5k� þ¥d¿ÎºçÀ°ÃSM¸��ÞJK�G(µ¸ÑÔº¹¿fg2�d{�

��ºSMZd bµ^dÉ�G Ò�Ò�³�bJº�Ù� þ¥¸¿Î¹Gfg2��²Ä�)

*&*Ê��Vd@A¸��Þ

�qrÅNds����¹¿ |5j v1¸��Þ Òn¢¼�³�9c5þ��¸+�Gz5�X"JKp,d-.º

fgv1¸:;��Þ!

(¶�/A�²�Û¤GOPQR1��ÙDQt0º�¬¹¿:��ÃÊ5�d11$idTU23ºG¨d�dA4ð¿

����9�5a���6·1îÊ5�d¼�¯�`7�äåæç¸ZÓÛ¼_s��³�fgLMºfg ¡����Þ

8ä��9©�²�Û¤G:OlI��Ù;DdÙ<î=+>?¡dD¼@Ad¼B�C��äådæçGMÀÁÂÃ¡¼

´µÅÆ�öÄÛdh534X¼Nwd¼_��·ds�º�¼GDÚ¼�ºh534X¼Nwºd aïÎ���

�¾Æn9�¸ZÓÛfgs�¸:;¹8�.Ûfg ¡����Þ

（取組状況） 

�èé6ê�F��h7d@A�E=nk�}�Ü{z5ÊX¸-�¹q�h7��T�����p�³�ïð��dñ

Ù�FGäpda;�E=HÀ7dõbÎÚp�fghUij5k6Ò�³�Bé��	®õÚpydÅý�453�³�

å��pIóÞëìKBQRíîd¿��GQ��9¸"¢¼£W�K«¹=�J�È�¸»�Û�÷�
ö¾ðË�V�

XCdBé°Ã÷ø¸bJ¹÷¹¿�ëRìQRdíî�^vK<t�¸ Ò^@A¹÷¹¿�L���ûCd¦¼ydM

�Vù¦n§NnpÞÝd4Ê��VCG�na	n��k9kVd4Ê��V1¸:;��¿��p]^_AÖO¸K«

¹÷¹¿1¢P�Gû_Gü_dNI¤GÍq�Õ\¼��¢9�z5�XÍ-�¹Û��ePNI� þ¥�³�×Ñ

NI¸bJ¹Û�÷��fg ¡VQ�Rº¹Ûfg\¼[¢¸KL¹GfgS�¬�î
��	Í��S�ëùúGf

gùú��¬��"ë6Òµ¸Z¹Û´µ°Ãfg���.ËÌ¹Û�÷��fg ¡ì��¤Gfgº¼_ºd����

ï�ÛôS�Y��LMn9�ÃÓ¸bJ��Õº�³�G�¢°Ãfg ¡�ËÌ¹Û�÷��¶�9©G/A�²�Û

¤Gb�d$�¸x�ÕºÍ��¸éïÍÎ÷��®�A<t"JKÍ��¸2� bµ���¹Û�÷��¢¼¸ÑÔº

¹¿9c5þ��¸+�GÕ\¼��¢9�JKp,�T¼¸-�G |5j v1db+ºæ¦d�º¹Û�÷�Þ
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● 生涯学習教育研究センターユニット 

（環境方針） 

�¬z5�Xd´µËÌ��¸ZÓÛGÜºqrG®¯º±1G¨¹ÛUÛº´µ¸V8��fg ¡

����d4 üc¥¸lmnWbä.�Þ!

�OÄ´µº¬�¹Gfg��¬��æ¦ ¡d½`����Þ!

�y$�lInl/n÷Xn÷ønY�drý�ZÓG¢�dv1����Þ!

(fghUij5k� þ¥�ZÓG ¡n[\¸ZÓÛG� þ¥dçÀ°SM¸¤��Þ!

8fg�¬��n�ýn�BC¸�î¹G¬z5�Xîfg�C��wx¸Ù��ºº.�Gfgùú

d¦¼¸Q>��Þ

]��d��°äp�S��GSTUGåDG4Ê��VC����GDÈwdDEs�G&'^@�yØÙG]^_@�y

ØÙG¥^n¥4n¥cdØÙ�
��ºº.�G*�_�Y��)0ÃNI¸bJ��Þ

`fg��ÜG�a¨X¥�XiC¸Z¹ÛG¢���²Ä�bcÃfg�ûüýÁX��5dÅÆ�
��Þ

（取組状況）

�èé6ê�F��h7d@A�ïð��dñÙ�T}³X�XÚpVXV�^denÔfghi��E=nk�}C�q�

h7Km¸-�¹å��jXV�p�³��XjX} 1	µj�?d 4¥1
ßà��Xáâd@A�ãÞdäp�]

^_dØÙV`)Õ��³�Þn�n��k9kVd4Ê��V�KLTdKUV¬z5�X¤GOÄDÚ¸Yiº¹¿

¢ððµ¸ÉÒ��ÕºÍå¢d´µËÌd:;�kC��Õº¸*°º¹Û�÷�Þ^_�_QR¤Gz5�XdÍq|

}LTº¹ÛßMÀÁÂÃ´µd¿Î�öÄÛ]fgYZd$�ºÏ¿Wdèé]â¸KU¹÷¹¿ÞåLTÍ¤Gfgù

údbN¸uÈ°Ã"X�Í1o¹GÐÑ�qÒÈG|���ÚôÜôÜî��Ã�YZ¸LÓ�ÕºîÍÎ���ï�Û

¢ð��ºº.�G¨Ù¹¿fgùú¸³�ÔÕÃ\iº¹ÛÖ��¿�G×�dÔÕ�ì�î�ØÎfg�ÊÖ�qrÈ

c�43c¥¸Ù�Ú)÷¹¿Þ÷¿GåLTdKUºÛ.ÛGôS�|��^dT�����5^�doÜ
Ý½`�ö

Ä¿
�º¹ÛGß¨P:¢�ý��þ��43c¥â¸KU¹÷¹¿Þ¨dÓ¢£ Òd��d.ºG�Ôdfg���

�Hú¸
�tl¿�KLTn�Kb�n¨:^�éËêXc¥¸bJ¹÷¹¿Þ

● 総合情報処理センターユニット 

（環境方針） 

��8:¢d®)¸¼�¹GÜºqrG´µG¨¹Û±1¸V8��fg ¡����d4 üc¥

¸lm��Þ

�OÄ´µº¬�¹Gfg��¬��æ¦ ¡GEFd½`ÃÓ����Þ

�qr¼Nwds����¹¿v¹� |5j !6¸ï~�Þ

(fghUij5k� þ¥¸¿Î¹G ¡n[\fg¸¿Î¹G� þ¥dçÀ°SM¸¤��Þ!

8fg�¬��n��n�BC¸�î¹G:¢îfg�C��wx¸Ù��ºº.�Gfgùúd¦

¼¸Q>��Þ!

]��d��°äp�S��GSTUGåDG4Ê��VC����GDÈwdDEs�G&'^@

�yØÙG]^_@�yØÙ�
��Þ!

`�8��HIz5�X¨X¥�XiC¸ZÓG¢���²Ä�bcÃfg�ûüýÁX��5dÅ

Æ�
��Þ

（取組状況）

（１）光熱水の使用量及び取組についてV�èé6ê�fg)ô4h7�FúÃ¸]dh7d@A

�� dÚp�ï�ÛGè�¤.Wm	dÕºGn��²�Û.�ú´ÏOdÚp���÷¹¿Þ

�k�}Úp�ÃÓ�ï�ÛåDCdæ¦¸2�÷¹¿Þ�T�����p�³�ïð��dØÙ

	ëìKBQR¸íî
��°Ã �däp¸ o¹�8��HIz5�X¤¢�d»päp ¡9�JKº¹ÛG��f

glmd¿�Giµ/qrdäpGÌ�stuvwxwydäp:;��¸2�GTUVWXØÙ� a�~³ÙG��¹Û�÷�Þ!

（２）用紙類の使用量削減についてV�¬zÃÓ¤jXV¸Ç�äp�z5�X�d\Ç¬zp�t{�Xi¸YÆ¹GZq±

Ü¤|}dÕ.��G1oÍÎ�³Ù��p¹Û�÷�Þ�z5�X�dµj�?¤G�t{��©¹G�XjX} 1¸;

�Û�÷�Þ�pÞå�d¼ �X¸YÆ¹Û�ã¹Û�÷�Þ��?áâd�dßàäp�����G����ÃÓd÷º

�áâdI��ï�Û�Í5� ¸2�Gä�Ã�å�d~a�Ä¸2/Û�÷�Þ!

（３）その他の活動についてVw�d���ì¿/Û¤G\Çp�.��ßfg_�Cd¾Jd:;¸��¿�dI�âÓ²

�fg��¹¿��d���ïº�Û�÷�Þ!

（４）学内環境美化についてV��8��HIz5�X\Ç��ÒÍ�_p,d���Y�`a÷ø¸��2/Û�÷�Þ÷

¿G��a�����¸-�v1�ïº�Û�÷�Þ��_�`ap,^dõô�ï�Û¼ �X¸�ã¹Û�÷�Þ
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● 理学部ユニット 

● 産学官連携推進機構ユニット 

● 極低温センターユニット 

（環境方針）　

�Kmd¿Î��¹Û¤GfgwxdñÙ¸æ��-�GS�¹Û�~Þ

�Kmdo�������
��Þ�

�7�_Ed@�ØÙG)0HI�
��Þ

(>=d2�ÍSTUGS��G4Ê��V����Þ

8>=d2�Ív1����Þ

]��äpN���°bc¸a�Õº�³�GSTU¸��Þ

（取組状況） 

�Õ�Ö×�³���`)d4Ê��Vº]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\j

XV�p�³�ØÙ��èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?d¿��»O

��àõôº¹Û�÷�Þ�k�}nE=�Ü{z5ÊX�³�q�h7Km¸-�¹å�¸bJ¹Û�÷�Þ

● 工学部ユニット 

（環境方針） 

�À¦e²pÞdÚpyØÙ²Õ�AÖC��d��°äp¸��Þ

� |5j d÷ønv1C¸ÔîÄG ¡9�d��ª�¹�fgdLM����Þ

� �Òn¢¼�T�����5^�2�,�¸pq��ÕºÍfg�¬��n��n�BC¸�î��Þ

（環境方針）　

�¨P:¢dfgùú�Y��½åIæ`a2�,�¤Gfgàá�PÆ�ÔQ`®^`>�`af

gI��PÆ�vQ�_®�v>��²�ÛãäÖ¿ÞÏ¢�¬�:;ð¿Í¤Õd½åIæ`a2

�,�¸�+¹G¨d�+¸å¢�Òd)Ã��G�÷��¢�N�.pq¹GI#¸���ÕºÍG

fgùú^dIê°Ã)�ºMÀÁÂÃÈ�lm���°�
�Þ

（取組状況） 

�Õ�Ö×�³���`)¸4Ê��V¹]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�ÚpÛÜÝ¸×�4Ê�

�Vr?º¹Ûbc¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�

pG�4i���Xäp�³��?Ø���¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹÷¹¿Þ�èé6ê��

XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ�ëìKBQR¸íî¹÷¹¿Þ	T

����däp�³�ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ
ô£d��dö¾ð¸���âö¾ð��ù¹÷¹¿Þ�»p£

�4�XGE=�d¸]¸.�*¸]�
�_�÷¹¿Þ�Åý�X�d÷ø¸bJ¹÷¹¿Þò�óôd>?d¿�Õ

ô¸bJ¹Û�÷�Þ

（環境方針）  

�¬d��Ãqr¸bÈcd�º¹Û�p¹¿fg ¡¸²ÕÃÙÞ

�¡¼n¥¦§OÄdqrfgd+ú·¸æ��«�¿¢F9�¸²ÕÃÙÞ

�qr¼Nwds����¹¿v¹� |5j dñò¸²ÕÃÙÞ

(OÄ´µ�öÄ�	°���¸¦È¹Gfg����æ¦��¸²ÕÃÙÞ

8��d��°äp���Û]^_dØÙ����º»�G1¢_Ed)0ÃNI¸²ÕÃÙÞ

]fghUij5k� þ¥¸¿Î¹Gt,I�d:;¸*,¹Û� þ¥dçÀ°SM¸¤��Þ

（取組状況） 

�Õ�Ö×�³���`)¸4Ê��V¹G]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�ÚpÛ)ÜÝ¸×�4Ê

��Vr?º¹Ûbc¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�

p��¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹÷¹¿Þ�èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹

¿Þ�ëìKBQR¸íîÍ¤o�¸¹Ã�>÷�¸î�÷¹¿Þ	fg)dô4h7�³�STU¸bJ¹÷¹¿Þ
T

����däp�³�ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?d¿����õô¸çÀ¹÷¹¿Þ�ö¾ðË�V

�XdBé°Ã÷ø¸bJ¹GijÃTUVWXdkÊ¸>?¹÷¹¿Þ
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● 農学部ユニット 

● 保健管理センターユニット 

（取組状況）

�Õ�Ö×�³���`)¸4Ê��V¹G]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�ÚpÛ)ÜÝ¸×�4Ê

��Vr?º¹Ûbc¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�

p�³�ØÙ��¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹÷¹¿Þ�èé6ê��XU���G��d¹½�

�Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ�ëìKBQR¸íî¹÷¹¿Þ	fg)dô4h7�³�STU

¸bJ¹÷¹¿Þ
T����däp�³�ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?d¿��

��óô¹W��óô,B�Z¸,B¹Û�÷�Þ�ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø¸bJ¹Gij

ÃTUVWXdkÊ¸>?¹÷¹¿ÞëRì¸��hXKB�³�NI¹÷¹¿Þ

（環境方針） 

�ï¢£¤G¬d¥¦§¡¼·º�ÙOI°nqr°fg��`a®¯°n±1°¶·¸��¹GM

À°q?¼ÏGOÄï�Gfgs�G¼_���TUVWXäpG�����`a¦��¼����� ¡

9�¸2�GOÄ´µ5a���´µd¦J�ËÌ��Õº¸Iæº¹Û��Þ�Ã�WG¨P:¢f

gàá��l�qrºd»þG�f´µd¿Î�½ç~GMÀ°ï�Gfgs�G��äp���� 

¡9�ºÜÝ¡Æ¸2/Û��Þ÷¿Gï�nq±1dÃ����äÖ¿±1°¶·¸I#¹¿tÍG

q�opd17º»�G�±1»þdfg¸ï~�GÆÃ�®¯°n±1°¶·�ç_6¸MïÜ�º

d»¼¸ZÓÛGOÄ´µ5a���´µd¦J�ËÌ��ÕºîÍÎ�ÜÝ¸¡Æ��ÞË�XVÍ

bð�bcÃÓdb+¸+�¹¿ ¡��¸Z¹Gq�{ú¸��¹G¨Ö¸#]��qp¸Ô��ÄG

��{¸M/Û2�¹Û�~Ü¸�Æ¹G¡¼n¥¦§OÄdqr¼NwºÜõ������¢F�����GOÄ^dq

d¦ÈO���Þï¢£K7�<édL�Íì�c5Ín3c5k�ý5X�þ�Xdv�¸çÀ¹G9�n ¡��dÆ

�¸GOÄ´µº¬�¹Gfg��¬��æ¦ ¡GEFd½`C����Þ

（取組状況）

�Õ�Ö×�³���`)¸4Ê��V¹G]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�ÚpÛ)ÜÝ¸×�4Ê��Vr?º¹Ûb

c¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdäpG�\jXV�p�³�ØÙ��¼ �X�³�åDæ

¦¸çÀ¹÷¹¿Þ�èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹÷¹¿Þ�ëìKBQRíî�Q

R^vK<=G�Rv_�<=�¹÷¹¿Þ	fg)dô4h7�³�STU¸bJ¹÷¹¿Þ
T����däp�³�

ïð��dñÙ¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?d¿����õô¸çÀ¹÷¹¿Þ�ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø¸

bJ¹GijÃTUVWXdkÊ¸>?¹÷¹¿Þï¢£À8ÆbcÎ`aÏ�_�¡Î^d3XcXjUV�³���

yØÙ¸çÀ¹Û�÷�Þ

（環境方針） 

�fg�¬��n��n�BC¸�î¹G��d��°äp¸:;¹G7�_Ed@�¸)0�NI��ÕºÃÓ�³�å

z5�Xd���³�fgwx¸Ù��ºº.�Gfgùúd¦¼¸Q>��Þ

�a�d*°dJÆd¿�GÀ¦DÚpydØÙn4Ê��VC���GDÈwdDEs�G&'^@�ØÙG]^_@�Ø

Ù�
�)G1¢_EdÚpn]^����)0NI¸2ÙÞ

�fg��}¼Xk¸YÆGq�dfg��d)01����Þ

（取組状況） 

�Õ�`)X�³�Õ�Ö×¸2�G��`)¸4Ê��V¹G]^_ydØÙ¸2�÷¹¿Þ�Úp

ÛÜÝ¸×�4Ê��Vr?º¹Ûbc¹¸2�÷¹¿Þ�Þ��ÚpydØÙ�ßàáâGãÞdä

pG�\jXV�p��¼ �X�³�åDæ¦¸çÀ¹÷¹¿Þ�k�}�DÚpyØÙd¿�dK

m���ê«�¸K«¹÷¹¿Þ�èé6ê��XU���G��d¹½��Cdep::�¸bJ¹

÷¹¿Þ	ëìKBQR¸íî¹÷¹¿Þ
FÚph7�³�STU¸bJ¹÷¹¿Þ�ò�óô>?

d¿����õô¸çÀ¹÷¹¿Þ�ö¾ðË�V�XdBé°Ã÷ø¸bJ¹GijÃTUVWXd

kÊ¸>?¹÷¹¿Þ��]^_d³ �CdHI¸)*�2�G�¡¹\¢d>?���÷¹¿Þ

�1¢_EdNI¸�£�V�bJ¹÷¹¿Þ�ö¾dSTUð�^d
_!!�1¢_EdNI�ï�ÛG ÆpePº¹Û

s7��û_dÚpnsþnNI�ï�Û"ë���¤/Û)*�bJ¹÷¹¿Þ
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● 留学生センターユニット 

● 総務部ユニット 

● 学生部ユニット 

（環境方針）　
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● 財務部ユニット 

● 施設運営部ユニット 
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（環境方針）　
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　2010年11月30日から12月２日の３日間に渡り、エコアクション21審査人による更新審査を受審しました。概略の結

果は以下のとおりです。 

審査の結果、大学等向けマニュアル2007年8月版の要求事項に対して不適合が発見されません

でしたので、判定委員会に審査報告書を送付し、認証・登録を推薦します。 

ただし，一部に改善を要する事項がありました。これについては，次回審査の際に確認させて

いただきます。 

・環境教育に関しては、「共通教育科目」「専門科目」「副専攻科目」において環境系科目を120科目を開設し、受講者数

も5,970名（平成21年度）に達している。「総合環境学副専攻」は平成21年度に実質的なスタートを切った。 

・環境に関する研究についても、琉球弧の地理、文化等に関連した特長のあるテーマが見られる。 

（改善事項） 

・EA21行動指針に「役割と権限」の記載があるが、責任に対する記述がない。 

・環境系科目は充実してきているが、中長期的な到達点を明確にした体系的カリキュラムが望まれる。（その他３項目） 

大学南口（西原口）の擁壁面緑化工事を実施しました。 

1　総合判定 

2　総合コメント 

ガイドラインに適合 

審査開始会議 学長インタビュー 現地審査 

8．エコアクション21更新審査　　　　　 

大学南口（西原口）擁壁面の緑化 

●ヒートアイランド現象抑制、通行者への輻射熱の防止及びキャンパス景観の向上のため。 

●大学南口から構内ループ道路に至る道路沿いの擁壁に植生ネットを設置し、つる性植物の植え付

けを実施しました。つる性植物は、沖縄の日差しや潮風に強い種類のニトベカズラ、ニンニクカ

ズラ、コウシュンカズラの３種110本。擁壁面面積は約640m2、工事費は約2,000千円。 

●２０１１年２月～２０１１年３月 

●道路周辺の気温上昇の抑制や、歩行者・車への太陽光線の照り返しを低減するなどの効果が予想

されます。また，つる性植物の開花時には通行者の目を楽しませることができます。 

目 　 　 的  

工 事 概 要  

 

 

工 事 期 間  

予想される効果 

工事着手前全景 

（２０１１.２撮影） 

ウエルカムプラザ付近 

（２０１１.２撮影） 

現況全景 

（２０１１.８.１１撮影） 

ウエルカムプラザ付近 

（２０１１.８.１１撮影） 6ヶ月経過 6ヶ月経過 
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２０１１年９月６日　 

国立大学法人琉球大学長　岩政　輝男　 

 

全学の年度目標・中長期目標の達成状況等について 
 

（全体評価） 

　エネルギー使用量の削減については，空調機等の高効率型機器への更新，全学を対象にした省

エネ啓発活動等を実施したが，全環境項目のうち４項目が年度目標の達成には至っていない。 

　廃棄物については，一般廃棄物，産業廃棄物・特別管理産業廃棄物，感染性廃棄物の全てにお

いて年度目標の達成には至っていない。 

　このことから，目標達成のために以下の見直しが必要と判断した。 

 

（見直し） 

　全学の年度目標未達成の項目については，取組を手順化し，取組状況を定期的に確認しながら

継続的改善を実施すること。 

　特に，一般廃棄物，産業廃棄物・特別管理産業廃棄物，感染性廃棄物の量の削減について必要

な検討を行い，改善可能なものはすみやかに実施すること。 

　また，以下の項目については，引き続き改善のための取組を実施すること。 

・エネルギー使用量の削減 

・化学物質の使用量の抑制と適正管理 

・平成22年度更新審査時の審査人指摘事項の是正処置 

　２０１１年９月６日に、学長によるエコアクション２１の全体評価と見直しが行われました。 

　この全体評価と見直しにしたがって、環境マネジメントシステムのさらなる継続的改善を図ります。 

 

9．学長による全体評価と見直し 
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1  環境教育 

学　部　等 科目計 受講者数 

8 292

118 4,291計 

科　　　　　目 

27 1,904

16 107

327

23 704

2 105

11 432

13 420
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観光産業科学部  

教　育　学　部  

�Õ[¢GO×[¢GfgÝ?¢GTUVWXàá[¢G©à�à[¢G¦ð�[¢�G�Õ
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工　　学　　部  

大学教育センター 
(共通教育科目） 

理　　学　　部  

医　　学　　部  

農　　学　　部  

18
法　文　学　部  

堤教授によるエコキャンパスの紹介 

● 新入生への環境コミュニケーション 

　２０１０年４月２日、入学式後に行われたオリエンテーションにおいて、

新入生１，６９４名に対し、ＥＡ２１総括副責任者の堤　純一郎工学部教

授が、琉球大学の新入生への環境コミュニケーションとして環境マネジメ

ントシステム（＝エコアクション２１）の取組を紹介し、持続可能な社会

の構築に向けて大学から環境活動の和を広げていこうと呼びかけました。

また、従来は紙袋に入れて配付していた資料は、２００９年度より琉球大

学生協学生会員が企画製作したエコバッグに入れて配付することに変更し

ています。このエコバッグを使用することで、紙袋のごみ減量化と新入生

のエコバッグ利用による環境への取組みが期待できます。 

● 環境教育に関する開設科目 

　「共通教育科目」、「専門科目」、及び「副専攻科目」において、環境系科目を広く開設し、学生が積極

的に環境問題に取り組むよう環境教育の充実を図っています。下記は、琉球大学における環境教育に関する

開設科目の一覧です。 

■環境系科目一覧表 
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● 総合環境学副専攻の概要 

　総合環境学副専攻（全学の学生を対象とした環境教育のカリキュラム）

は２００８年度にスタートして３年目に入り、順調に軌道に乗ってきま

した。副専攻の正規の登録学生は２年次からで、２０１０年度に新しく

副専攻の学生として申請したのは１９人で全員認められました。来年度

は初めての修了生を輩出することになります。 

　副専攻の指定科目も、全学の関係する教員の協力を得て、共通教育科

目が１９科目、専門科目が３３科目でした。これらの副専攻の科目がど

のように運営されているのか、副専攻の教員である観光産業科学部の大

島順子准教授が担当している「環境教育論」を例として、授業風景の写

真を交えながら紹介します。この科目は、２０１０年度後期に開講され

ました。 

　この授業の内容を、シラバスを基に紹介すると、次の通りです。 

（目的） 

　本授業は、環境を広義にとらえ、それを取り巻く様々な問題や課題

を関連性という“つながり”で見ながら、その解決策を多様な環境教

育や環境学習のアプローチから探っていくことを目的としています。 

　また、観光という現象を取り巻く様々な社会問題と地球規模の環境

問題との深いつながりから環境教育の役割を考察していきます。 

（方法） 

・映像や新聞記事、パンフレットやポスターなど多様なメディアを活

用します。 

・講義とグループディスカッション等参加型学習を取り入れ学生皆さ

んの積極的な参加を促します。 

・教室だけではなく野外でのフィールドワークを取り入れます。 

・沖縄で環境教育を学ぶJICA研修員の各国の環境教育のアクションプラン発表会に参加し、国際的な環境教育の動き

について学ぶ場を企画しています。 

　写真は、２０１０年１２月１７日の授業で、大学における環境への取組を施設運営部の職員に説明をしてもらいなが

ら視察するという「キャンパスツアー」を行った際のものです。学生は事前に「環境報告書：環境活動レポート２０１

０」に目を通し、内容のわかりやすさや表現の的確性をチェックし、大学における環境活動において興味・関心がある

ことをワークシートに基づいて記入する予習が課せられます。キャンパスツアーの当日、具体的な活動をキャンパス内

の現場で職員の説明を受けた後は、職員との質疑応答時間を設けます。社会の一組織としての大学の環境活動について

適切な評価ができる力を学生は養うことになります。 

大学の環境報告書から学ぶ 

リサイクルストーン使用の路面であることを知
らなかった学生より、大学の環境活動を学内に
もっとアピールして欲しいとの意見が出された 

涼を創出するドライミストの説明を聞き、キャ
ンパス内で様々な工夫がされていることを知る
学生 

大学のゴミ集積場で分別状況を確認し、キャン
パス内でのごみの内容と量を意識するきっかけ
を作ります 
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■ 附属中学校の取組 
　環境に関わる教育　生徒達の環境への理解を深めるため、エネルギー変換を利用し

た作品を製作する授業や、大学の先生による講義を実施し、エネルギーへの理解を深

める環境教育を行いました。 

エネルギー変換を利用した作品制作 技　　　　　術 159 １学年 山田　政由 

消費生活と環境の関わり 家　　庭　　科 159 １学年 西　　香織 

電源の不思議（電流とその流れ） 理　　　　　科 158 ２学年 宮城　悟 

運動とエネルギー 理　　　　　科 157 ３学年 木山　淳一 

化学エネルギーの利用 理　　　　　科 157 ３学年 木山　淳一 

未来のエネルギー 大学講師による講義 10 ３学年 清水　洋一 

 

■附属小学校の取組 
　附属小学校では、「環境教育」という名前の教科はありません。各教科において「環境教育」を重点にした単元もほ

とんどありません。しかし、各教科領域において「環境」について取り上げ、あるいは「環境」について考えさせる工

夫をしています。 

 

◎５年３組における総合的な学習における環境への取組　　担当教諭　小島　哲夫 

　５年３組の総合学習として、体験学習を軸として環境について取り組みました。 

１．ねらい 

　豊かな自然の残る沖縄及び渡嘉敷島だが、昨今の地球温暖化や環境の変化による

自然へのダメージは大きい。そこで、身近な環境について考えて、そこから一人一

人が環境問題について取り組んでいきます。 

２．学習 

　まず、体験学習で行く渡嘉敷島について観光、歴史、自然、島の行事等を調べ、

新聞にまとめました。次に、環境問題について調べ、テーマごとにグループ分けを

して新聞にまとめ、環境問題を解決するための取り組みについて児童みんなで考え

た結果、地球温暖化防止のために、二酸化炭素を減らそうということになり、エコ

活動についてみんなで調べ、プレゼンテーションをおこないました。 

３．環境への取組 

　プレゼンテーションについての話し合いの結果、ペットボトルのキャップ（リサ

イクルされることなく、焼却処分をされることにより１個あたり７．９ｇのＣＯ２が

発生）を回収し、リサイクルするエコキャップ運動に取り組むことに決定しました。 

（取組活動） 

　・各学年にチラシを配布し、回収ボックスを設置して毎日回収し、洗浄や選別を実施しました。 

　・途中経過や回収状況などをポスターなどで掲示し、附属小学校全体へ報告しました。 

　・その結果115kg（約46,000個）が集まりました。 

　集めたキャップは、沖縄県エコ事業協同組合に引き渡しを行いました。その後キャッ

プは、「沖縄県エコ事業協同組合」から「エコキャップ推進協会」へ寄付されます。　

そして、「エコキャップ推進協会」より「沖縄エコ事業協同組合」がキャップを買取り

ます。その買取り料金は、「エコキャップ推進協会」から「NPO法人世界の子供にワク

チンを日本委員会」に寄付されることにより、発展途上国へワクチンが寄付されます。

（今回集めたエコキャップは、ワクチン５７人分になります。） 

エネルギー変換を利用した作品制作 

プレゼンテーションの様子 

回収したキャップ 

沖縄エコ事業協同組合さんへ 
キャップの引渡 

大学講師による講義 

授　　業　　名　　　　　　　　分　類　　　  受講生徒数 学年 担当教員 

● 附属小・中学校の取組 

２０１０年度の附属中学校における環境教育授業 
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海洋バイオマスによる二酸化炭素の削減とバイオマスエネルギーの開発 

図１　「炭素回生サイクル」（海藻を利用しCO2を新たな資源として再活用するシステム）の概要 

写真１　高濃度CO2海水による海藻の養殖 写真２　海藻を原料としたバイオエタノール生成と燃焼実験 

2  環境研究 

火力発電所や工場などから出る煙中に含まれる高濃度のCO2（二酸化炭素）を海水に溶かして、海藻を養殖し、バ

イオ燃料に転換する「海洋バイオマスによる二酸化炭素吸収・利活用システム」の技術開発に取り組んでいます。 

工学部　准教授　瀬名波　出 

　沖縄のきれいな海と豊富な太陽の光を利用して海藻を育てて、地球温暖化の原因とされている二酸化炭素（CO2）を

減らし、またCO2を新たな資源として再利用することと，さらに新しいエネルギーを作る「炭素回生サイクル」研究プ

ロジェクトを始めています（図１）。この研究開発は地球の環境問題とエネルギー問題に関して、同時に解決可能性を秘

めた技術開発でもあります。　　 

　本研究は、火力発電所などからの排ガスに含まれる大量のCO2を海藻を育てるための資源として活かします。高濃度

のCO2を海水に人工的に溶かしこみ海藻に与えることで、沖縄の豊富な太陽光と合わせて藻の光合成（成長）を早めま

す（写真１）。藻類は陸上植物の10倍以上の速さで成長するので、海藻がどんどん育てばCO2の減る量も大きくなります。 

　さらに育てられた海藻は食料・飼料となり食料問題に貢献することができます。また海藻を原料としたバイオエタノ

ールの開発にも挑戦しています（写真２）。このように海洋に海藻畑を開拓して二酸化炭素（CO2）を減らし、さらに

海藻からバイオマス燃料の開発を行うことまでシステム化することで、環境問題・食料問題・エネルギー問題のすべて

に貢献できる21世紀型環境技術の開発を行います。 
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地球環境変化時代におけるサンゴ礁生物群集の動態研究 

熱帯生物圏研究センター　教授　酒井 一彦 

図1．沖縄本島北部、瀬底島におけるサンゴの変遷。1998年と
2001年に、高水温によるサンゴの白化現象が起こった（van 
Woesik et al. 2011. Marine Ecology Progress Series 434:67・
76） 

写真１　生きた多様なサンゴが海底を覆い、魚
の種も個体数も豊富な西表島のサンゴ礁 

写真２　サンゴの大規模白化により、魚も少な
い沖縄のサンゴ礁 

　大気中の二酸化炭素の増加により、地球規模で環境変化が起こり、サンゴ礁生物も影響を受けつつあります。

また、水質の悪化など、地域規模での人間活動による環境変化は、すでにサンゴ礁生物に強い影響を及ぼしてい

ます。私たちの研究室では、野外調査、水槽実験、遺伝子解析などにより、地球環境と地域環境が、サンゴ礁生

物に及ぼす影響の解明に取り組んでいます。 

　人類が化石燃料を消費し続けていることで、大気中の二酸化炭素が増加し続け、サンゴ礁を含む海洋生態系では、二

酸化炭素の温暖化効果による海水温の上昇と、大気中の二酸化炭素が海水に溶けることによって海水が酸性化すること

が、生物への脅威となると考えられています。特にサンゴ礁生態系では、その中核となる造礁サンゴが高水温に弱く、

かつ炭酸カルシウムの骨格を形成するために、海洋酸性化の影響も受けやすいと予想され、地球規模での人間による環

境変化の影響を受けやすいと考えられます。 

　また、温暖化や海洋酸性化などの影響が顕著となる以前から、サンゴ礁生態系は埋め立て、海水の富栄養化、陸域か

らの土砂の流入などの、人間活動による地域的な影響を受けています。 

　私たちの研究室では、サンゴ礁域としては人口密度が極めて高く、地球および地域規模両方での人間による環境変化

の影響を受ける沖縄本島と、人口密度が極めて低く、地域規模での人間による環境変化の影響が軽微な西表島に研究施

設を持つ、琉球大学の”地の利“を生かして、これらの島々で、親サンゴと新しく入ってくる子サンゴの関係を中心に、

サンゴ集団の存続条件の解明に取り組んでいます。また、瀬底研究施設の海水供給設備を利用して、水温上昇、海水の

富栄養化、海洋酸性化などが、サンゴや他の石灰化生物に及ぼす影響を、水槽実験で検証しています。 

　これらの結果から、現時点程度の地球環境変化であれば、地域的な負の要因がなければ、沖縄ではサンゴ礁生物群集

が十分存続可能であることが、解明されつつあります。 
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図３　潮汐発電装置の設置状況 図４　海浜における潮汐発電の体験学習 

図2　小型発電機の電圧－電流特性試験 

図１　潮汐発電用小型水車の特性試験装置の概要 

島しょ県・沖縄県におけるエネルギー環境教育に関する実践的研究 

教育学部　教授　清水洋一 

　エネルギー環境教育とは、単にエネルギー･環境問題に関する事実関係の知識の習得のみではなく、それらの知

識をベースとして、エネルギー･環境問題の解決に向け自ら課題意識を持ち、主体的かつ適切に判断し、行動でき

る人間を育成する教育です。本研究では、沖縄県の地域特性を活かしたエネルギー環境教育に関する教材開発や

カリキュラム開発及び普及･啓発活動を行っています。 

　日本のエネルギー自給率は約4％（原子力を準国産エネルギーとみなす場合は約18％）と少ない。一方、沖縄県のエ

ネルギー自給率は僅か0.2％であり、エネルギー資源の殆んどを石油、石炭などの化石エネルギーに依存しています。 

　近年、地球温暖化問題と共に、中国やインドなどの急速な経済発展により、世界的なエネルギー･資源不足の傾向が顕

著になりつつある。近い将来、エネルギーの安定確保で危機的状況に陥る可能性を否定できない。エネルギー自給率の

向上は喫緊の課題であるが、沖縄県においては必ずしもこのことを現実の課題として認識あるいは実感させる教育は、

まだ十分ではない様に思われる。 

　この教育的課題の解決に向け、教育学部、農学部及び工学部の教員を中心に、県内のエネルギー教育実践校及び研究

協力校の小・中・高校教員、県総合教育センター、行政機関、気候アクションセンターおきなわ、温暖化対策地域協議

会、エネルギー関連企業、NPOなどからなるオール沖縄型のネットワーク・「沖縄エネルギー環境教育研究会」を組織

し、エネルギー環境教育の教材開発を行っています。図１～図３に、潮汐力を利用した発電の教材開発の一例を示す。

潮汐発電の体験学習の様子を図４に示す。その他、エネルギー関連施設の見学会、公開講座、講演会、講習会などを通

して、児童･生徒や一般市民がエネルギー問題や地球環境問題の解決に向け、知識や理解を深め、持続可能な低炭素社会

の構築に向けた創エネや省エネ、ライフスタイルの見直しなど、主体的かつ適切に判断し行動できる人間の育成を目指

した普及・啓発及び支援活動を推進しています。 
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生活環境と生産環境を守る～地すべりの研究～ 

農学部 准教授　中村真也 

写真２　安里地すべりの全景 

図１　安里地すべり発生前の不安定斜面の特徴 

写真３　安里地すべりのすべり面 

沖縄地方において、地すべりは、主に降雨を誘因として発生し、住宅、道路、水道等の生活環境、農地、農道等

の生産環境に大きな被害を及ぼしています。地すべりの被害軽減および予知・予防を見据えて研究に取り組んで

います。 

　地すべり、土石流、がけ崩れといった土砂災害は、土砂の移動が強大なエネルギーを持つとともに突発的に発生する

こともあることから、多くの住民を巻き添えにし、住宅、道路等の生活環境や、美しい農村を形作る農地（写真1）等

の生産環境に甚大な被害を与えることが多くあります。都市化の進展や気候変動による被災リスクの高まりに伴い、災

害を事前に防いだり、災害が発生したときの被害を軽くしたりするための対応がこれまでよりも強く求められています。 

　沖縄県中城村で発生した安里地すべりは、村道と県道を破壊し、末端部は流動化して民家に迫りました（写真2）。人

的被害はなかったものの、道路破壊による交通網の麻痺、住民の避難（一時82世帯，282人）等、地域に与えた影響は

とても大きいものとなりました。この地すべりは、比較的規模が大きく、急激に移動し、地すべり発生前の斜面下方側

に過去に滑ったことのある小地すべりを有していました（図1）。このタイプの地すべりは、準初生型地すべりと呼ばれ、

甚大な被害をもたらす可能性が高く、発生場の特徴の把握や発生メカニズムの解明を目指す上で重要な研究対象となり

ました。すべり形態、すべり面の状態（写真3）、室内試験、安定解析を基に、地すべり発生時の地下水位と強度を定量

的に捉える解析手法を提案しました。本研究で得られた知見により、地すべりの危険箇所の抽出や危険度評価手法の開

発の進展が期待されます。また、研究室では土の強度の発現メカニズムや推定手法についての研究も進めています。 

 

写真１　美しい農村を形作る農地等での地滑り
による被害は生産環境に甚大な被害をもたらす。 
（島根雲南大東町山王寺の棚田　第１３回しまねの農

村景観フォトコンテストより） 
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蚊中腸内の血液のＤＮＡ分析から吸血源動物を明らかにする研究 

医学部　教授　當間　孝子 

蚊は人の血を吸い、いろいろな病原体を媒介する不快な生き物である。琉球列島には72種の蚊が多様な動・植物

環境を利用して生息している。各種蚊の吸血嗜好性を明らかにするため蚊中腸内血液（blood meal）のＤＮＡを分

析する研究が行なわれている。 

　北はトカラ列島から、南の与那国島までの約1,000ｋｍの琉球列島には72種の蚊が生息している。日本全体では約110

種が生息しているので、いかに多くの種類が狭い琉球列島に生息しているかがわかる。アジアとの共通種が80％も生息

し，イリオモテヤマネコ、ヤンバルクイナに相当する珍しい琉球列島特産の蚊が14％（10種）も生息している。蚊は卵

形成(繁殖)のために雌だけがいろいろな動物から吸血する。各種蚊がそれぞれの地域でどんな動物を好んで吸血してい

るのか、蚊の吸血嗜好性を明らかにすることは蚊媒介性感染症の流行阻止にとって最も基本的で、重要な研究課題であ

る。蚊は人家近くだけに生息しているのではない。海岸の環礁やマングローブ地帯のアナジャコの巣穴の塩水溜り、水

田や湿地、山脚・森林地帯の渓流の淀み、樹洞、竹穴、竹切株の水溜り、クワズイモの葉腋の水溜りなどのいろいろな

環境に適応して幼虫が生息している。沖縄本島北部（ヤンバル）の森林地帯の樹洞水溜りには、琉球列島特産種オキナ

ワオオカが生息し、幼虫は捕食性で、蛹になるまでに約750匹の同棲している他の蚊の幼虫を食べてしまう。成虫は大

きく、花の蜜や樹液を吸い、血は吸わない益虫である。山奥にひっそりと生息しているその他の蚊はどのような生物か

ら血を吸っているのだろうか。我々は森林の豊富なヤンバルや西表島で、多数の吸血蚊を集め、蚊中腸（胃）の血液の

DNAを調べ、その分析結果から吸血源動物を明らかにした(Med. Etomol. Zool., 62 (1): 53-70, 2011)。琉球列島に生息す

る蚊は実にさまざまな野生動物の血を吸っていた。哺乳・鳥類を吸血する種、両性類しか吸血しない種など、多様であ

った。オオコウモリ、クロイワトカゲモドキ、リュウキュウヤマガメ、イシカワガエルなどを吸血している蚊もいた。

ここでは蚊の吸血嗜好性の進化を写真で示した。 
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3  社会貢献活動 

● 沖縄県内初の包括連携協定を中城村と締結 

● 第2回琉球大学農学部地域貢献シンポジウムを開催 

● 第4回防災・環境シンポジウムを開催 

● JICA研修「熱帯バイオマスおよびバイオ燃料利用コース」 

　琉球大学は、大学の所在する中城村と、相互に密接な連携協力を図り、地域社会の発展と人材育成及び学術振興に寄

与することを目的として、包括的な連携協定を締結しました。６月１７日（木）に琉球大学で行われた締結式では、岩

政学長と浜田村長が、相互に協力して地域社会の発展に寄与することを誓い合い、協定書にサインを取り交わしました。

主な連携分野としては、地域づくり、観光・産業の振興、環境保全及び防災対策の推進、保健・医療・福祉の向上、教

育・学術・文化の振興、生涯学習の推進、ボランティア活動の実施等があげられ、幅広い分野において包括的に連携協

力することとしています。今後は、「琉球大学・中城村連携推進協議会」を設置し、具体的な連携事項の決定や意見交

換等を行い、効果的な推進を図っていく予定です。なお、大学と市町村が多岐な分野にわたる包括連携協定を締結する

のは、沖縄県内では初めての事例です。 

シンポジウムの様子 

ＪＩＣＡ研修の参加者たち 

講演を真剣に聞く参加者の方々 

　島嶼防災研究センター主催、(社)沖縄県測量建設コンサルタンツ協会共催で「第

４回防災・環境シンポジウム」が１１月２５日(木)に大学会館で開催され、学生や

教職員、沖縄県職員、建設関係者ら多数が参加しました。シンポジウムは、最初

に平啓介副学長の開会挨拶が行われた後、第１部「沖縄における防災・環境対策

の現状と課題」、第２部「琉球大学における防災・環境関連分野の研究」をテーマ

に学内外の多数の講演者による講演が行われ、参加者らはメモなどを取りながら

真剣に聞いていました。 

　「第２回琉球大学農学部地域貢献シンポジウム」が、中城村の吉の浦会館において、１１月１８日(木)午後１時から

９０人余の一般参加者の下、開催されました。農学部は、教育・研究の活性化とともに地域との連携・貢献を学部活動

の目標の一つに掲げており、また、琉球大学と中城村とが包括的な連携のもと相互に協力し、地域社会の発展と人材育

成及び学術の振興に寄与するという包括連携協定の一環として、今回のシンポジウムを開催したものです。シンポジウ

ムは、仲地宗俊農学部長による挨拶のあと、農学部小西照子准教授による「植物細胞壁のひみつ」の基調講演が行われ

ました。その後、「女性が起こす農からの産業」をテーマに、パネフリ工業株式会

社環境科学研究所研究員高野綾乃氏による「アワユキセンダングサ（サシグサ）

を用いた有害線虫防除製剤の実用化」、豊見城市ウージ染め共同組合アトリエちい

ぱっぱ主宰真境名照子氏による「村おこし、豊見城のウージ染め」、有限会社アセ

ローラフレッシュ代表取締役並里哲子氏による「アセローラの生産から加工・販

売まで」の発表が行われました。その後の総合討論では、参加者から活発な質問

が相次ぎました。最後に浜田京介中城村長による講評があり、盛会のうちに終了

しました。 

　１０月４日（月）から１２月３日(金)までの約２ヶ月、農学部においてJICA研修

コースが開講されました。同研修コースは、JICAから委託され琉球大学農学部にお

いて開講されていたもので、６名の研修員（ブラジル１名、ブルキナファソ１名、

コロンビア２名、エジプト１名、メキシコ１名）が熱帯・亜熱帯諸国の情勢に適し

たバイオマス・バイオ燃料の有効利用に関する知識と技術を学びました。JICAの研

修員受入事業は、開発途上国から国造りの担い手となる研修員を受入れ、行政、農

林水産、エネルギー、保健・医療、通信等多岐にわたる分野で専門的知識、技術の

移転を行うことにより人材育成支援を行うことを目的とする事業です。「熱帯バイ

オマスおよびバイオ燃料利用コース」は、熱帯バイオマスおよびバイオ燃料を自国

に適合した方法で利活用できる人材を育成することで、温暖化対策と循環型社会の実現を目指します。 
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生態系サービスの経済的価値評価の研究   

「２１世紀のグローバリゼーションと人の移動に関する一考察　－グローバル経済の視点から－」ｐ．３３－４８『太平洋の島々に学ぶ』彩流社 

離島における環境保全、観光振興、地域活性化   

島嶼県・沖縄県におけるｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育に関する実践的研究   

ジオツーリズムのための自然環境教育プログラムの開発   

蚊幼虫の生息水域に関する研究   

自立的持続可能な島嶼型エネルギー環境社会モデルの開発   
 

海洋バイオマスによるCO2削減と新エネルギーの開発   

消化ガス中メタン高濃度化による高品位バイオガス製造に関する研究   

石炭灰、スラッジを用いた加工技術の開発   

バガス、月桃繊維を利用したＦＲＰ成形技術の開発   

鉄鋼材料の腐食防食に関する研究   

L-ポリ乳酸の効率的製造を目的として糖質原料利用による高温無滅菌L-乳酸発酵プロセス   

発酵L-乳酸の精製プロセスの開発   

植物繊維ポリプロピレンコンポジットの成形性向上に関する研究   

スマートグリッドに関する研究   

建物緑化の熱的効果に関する実大実験   

ガラス面吹付けによる遮熱塗料の効果に関する実証実験   

標準気象データを用いた太陽光エネルギーの利用可能性予測に関する研究   

遮熱塗料材の熱的性能の経年変化に関する研究   

暑熱地域における屋上面遮熱断熱に関する研究   

中城村南上原地区の音環境に関する研究   

嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺における環境騒音の調査研究   

沖縄県内ホールの音響特性及びホールマネージメント教育の現状と課題に関する研究   

沖縄県内のオープンプラン小学校における音環境の調査研究   

無線環境を利用した計測系の研究・開発   

統計的モデルを用いた風力発電システムの発電量解析   

琉球諸島に飛来する大気エアロゾルの化学分析   

海水表面を覆う薄い有機膜の分光学的研究   

瀬底島サンゴ礁の石灰化と海洋酸性化による将来予測   

エダコモンサンゴに対する微量金属元素の濃集と毒性   

外来種アメリカハマグルマによる在来種への遺伝的汚染に関する研究   

沖縄における湿性低木林の植生と環境に関する研究   

亜熱帯島嶼域におけるハナミョウガ属（ショウガ科）の送粉・交配システムに関する研究   

動物と植物の共進化：イルカンダの送受粉生態に関する研究   

生活環境と生産環境を守る～地すべりの研究～   

マングローブ植物の呼吸関連代謝についての研究   

マングローブの耐候性・耐塩性に寄与するスベリン化の解析   

マングローブ落葉食性軟体動物キバウミニナの消化管の形態学および　生化学的検討によるマングローブ林の保全に関する基礎的研究  

亜熱帯域の海草藻場の景観構造と生物多様性の関連性解析   

海洋酸性化がサンゴ礁石灰化生物に及ぼす影響   

高温ストレス後のサンゴ群集・個体群の反応   

沖縄島に侵入した外来生物グリーンアノールの生息状況の把握とそれが及ぼす生態系影響の検討  

研究テーマ 研究者 

● 環境研究と社会貢献の実績 

　大学又は学部等の組織単位又は大学・学部等の承認のもとに、グループ等を結成して能動的に実施した環境に関する

研究・社会貢献の実績は、以下の表の通りです。その他、社会貢献の一環として国、県、市町村等が主催する環境に関

する委員会等についても、委員として多数参加しています。 

◆研究（環境関係） 

◆社会貢献（教育） 

梅村哲夫、桑原浩、片岡英尋、上地恵龍、花井正光、西村美彦、大島順

子、荒川正光、西村美彦、大島順子、荒井雅志、／（独立行政法人）国

際協力機構沖縄国際センター、ＮＰＯ法人おきなわ環境クラブ 

大島順子、特定非営利活動法人・国頭ツーリズム協会、国

頭村環境教育センター 

梅村哲夫、榎戸敬介、大島順子、平良一彦、花井正光／（独立行政法人）

国際協力機構沖縄国際センター、ＮＰＯ法人おきなわ環境クラブ 

大島順子（観光産業科学部）／（独立行政法人）国際協力機

構沖縄国際センター、ＮＰＯ法人沖縄かんきょうクラブ 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

清水洋一 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

渡辺 
 

馬場・寺嶋 

渡辺・井村・石垣/西表 

中村・酒井・波利井 

酒井・波利井（新学術領域研究「サンゴ礁学」） 

中野義勝 

中野義勝 

生物系教員 

生物系教員 

観光分野における発展途上国との国際交流の推進[持続可能な観光開発（大洋州）：研修

コーディネートと講義 
 

地域資源を活用した持続可能な発展に関する環境教育・人材育成プログラム（やんばる地

域の自然環境保全に関連して） 

観光分野における発展途上国との国際交流の推進[持続可能な観光開発（ミクロネシア３国）：

研修コーディネートと講義 

「熱帯・亜熱帯地域におけるエコツーリズム企画・運営」ソフト型フォローアップ協力（課題別

研修リンク型・ドミニカ共和国）：研修コーディネートと講義 

夏休みこども自由研究in沖縄コンベンションセンター2009（8/１～2） 

琉球大学公開講座（8/16、23）講座名：おもちゃ作りを通して学ぶ地球温暖化防止親子講座 

エネルギー教育フェア2010 

マングローブ生態系の保全・再生に関わる講義と実習 
 

船浦中学校文化祭2010出展 

開邦高校スーパーサイエンスハイスクール実習担当 

公開臨海実習 

「サンゴ礁学」サマースクール 

サンゴ礁保全に関する調査研究市民参加プログラム 

名護市立名護小学校4年生「総合的な学習の時間－リーフ探検－」 

修学旅行生対象の自然学習（野外観察・講義等） 

教員免許更新講習 

大洋州からのＪＩＣＡ研修員／９名 
 

 

 

ミクロネシア三国からのＪＩＣＡ研

修員／約６名 

ドミニカ共和国エコツーリズム関係者、環

境省および観光省の行政職員３０名 

500名 

小学生/50名 

200名 

立命館大学アジア太平洋研究

科大学院生/12 

一般/500 

開邦高校/7 

全国大学学部生／20名 

全国大学学部生・大学院生／26名 

静岡大学・市民/21 

名護市立名護小学校4年生/130 

 

小・中・高教諭 

 

観光産業科学部 

 

観光産業科学部 
 

観光産業科学部 
 

（独立行政法人）国際協力機構沖縄国際セ

ンター、ＮＰＯ法人沖縄かんきょうクラブ 

琉球朝日放送 

琉球大学 

（財)日本生産性本部 

西表島研究施設 
 

船浦中学 

西表島研究施設 

瀬底 

瀬底 

三菱商事 

名護市立名護小学校 

理学部生物系 

琉球大学 

研究者／連携団体 学部等 

所　属 

テーマ 対象者／人員 活動主体 

藤田陽子 

梅村哲夫 

伊波美智子 

清水洋一・他10名 

尾方隆幸 

當間孝子 

玉城史朗，千住智信，瀬名波出，浦崎直光，與那篤史，

松田昇一，天久和正，長田智和 

瀬名波出 

瀬名波出 

福本功、神田康行 

福本功、神田康行 

押川渡 

柴田信一 

柴田信一 

柴田信一 

千住智信 

堤純一郎 

堤純一郎 

堤純一郎 

堤純一郎 

堤純一郎 

渡嘉敷健 

渡嘉敷健 

渡嘉敷健 

渡嘉敷健 

玉城史朗 

玉城史朗 

新垣雄光 

新垣雄光 

藤村弘行 

藤村弘行 

傳田哲郎・横田昌嗣 

横田昌嗣・傳田哲郎 

傳田哲郎 

伊澤雅子・傳田哲郎他 

農学部 准教授　中村真也 

芦原・渡辺（お茶の水大学） 

東・渡辺（京都大学大学院） 

秋吉・渡辺（島根大学生物資源科学部） 

仲岡・酒井（北海道大学） 

鈴木・井上・野尻・酒井（産総研・東京大・国立環境研） 

van Woesik・Loya・酒井（フロリダ工科大・テルアビブ大） 

高橋・戸田（自然環境研） 

法 文 学 部  

観 光 産 業 科 学 部  
 

教 育 学 部  
 

医 学 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 学 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

熱帯生物圏研究センター 
 

 

 

 

農 学 部  

 

 

 

理 学 部  

 

 

 

 

 

 

 

観 光 産 業 科 学 部  

 

 

 

 

教 育 学 部  
 

 

 

 

 

熱帯生物圏研究センター 

 

 

 

 

理 学 部  
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◆社会貢献（講演等） 

◆社会貢献（公開講座・授業等） 

大城肇、梅村哲夫、前門昇、藤田曜子、廣瀬孝、 

上洲　榮子 

西村美彦、梅村哲夫他／（独立行政法人）国際協力

機構沖縄国際センター 

梅村哲夫（基調プレゼンテーション）＠インドネシア、ウ

ダヤナ大学 

大島順子（観光産業科学部）／(独立行政法人）国際

協力機構沖縄国際センター、ＮＰＯ法人沖縄かんきょう

クラブ 

 

大島順子（観光産業科学部）／(独立行政法人）国際

協力機構沖縄国際センター、ＮＰＯ法人沖縄かんきょう

クラブ 

伊波美智子（観光産業科学部） 

夏休みこども自由研究in沖縄コンベンションセンター

2009（8/１～2） 

琉球大学公開講座（8/16、23）講座名：おもちゃ作り

を通して学ぶ地球温暖化防止親子講座 

エネルギー教育フェア2010 

機械システム工学科　柴田信一 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

機械システム工学科　瀬名波出 

環境建設工学科　渡嘉敷健 

環境建設工学科　渡嘉敷健 

環境建設工学科　渡嘉敷健 

環境建設工学科　渡嘉敷健 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

情報工学科　玉城史朗 

情報工学科　玉城史朗 

情報工学科　玉城史朗 

中野義勝 

中野義勝 

酒井一彦 

熱帯生物圏研究センター・地球環境学研究所 

西表島エコツーリズム協会 

清水洋一/那覇市・JAF 

清水洋一/南部工業高・長嶺中 

尾方隆幸 

尾方隆幸 

西平守孝(海洋博覧会記念公園管理財団　参与) 

玉城　史朗(琉球大学工学部教授) 
 

小池　勲夫(琉球大学監事) 

 

伊澤雅子・傳田哲郎 

傳田哲郎 

国際シンポジウム”島（Island）・環境（Enviroment）・資源（Resources）Panelist　Organizer　and

　Panelist,International　Symposium　on　Island　Development 

観光分野における発展途上国との国際交流の推進[持続可能な観光開発（アフリカ）：講義 
 

太平洋島嶼国観光教育セミナーUNWTO　Regional　Seminar　TOURISM　EXCHANGE　

FOR　SMALL　ISLANDS 

 

「日本の観光とエコツーリズム」＠ドミニカ共和国サントドミンゴ自治大学での基調講演 

 
 

 

「エコツーリズム概論」「地域づくりとエコツーリズム」講義 

 

宝の島プロジェクトシンポジウム２０１０における講演「観光と地域のサステナビリティ戦略」 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 
 

清水洋一 
 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

第34回沖縄の産業まつり出展 

第34回沖縄の産業まつり出展 

第1回エコアイランドフェスタ沖縄出展 

科学技術フェスタin京都 

イノベーションジャパン2010　出展・講演 

アグリビジネス創出フェア　出展 

沖縄産学官イノベーションフォーラム講演 

アグリ技術シーズセミナー　出展 

沖縄産学官イノベーションフォーラム講演 

第４回集合住宅の音環境設計セミナー講演 

第１回　基地周辺の住環境問題を考えるセミナー 

第34回沖縄の産業まつり出展 

２０１０なはカーフリーデー 

沖縄経営者協会７月度合同業種部会講演会講師 

第１回 沖縄環境エネルギーフォーラム講師 

第４回九州ランドスケープセミナー講師 

沖縄商工会議所経済活性化シンポジウムパネリスト 

日本建築士会連合会CPDセミナー講師 

環境・エネルギー政策に関する国民対話コメンテータ 

環境政策セミナー2010 in 沖縄パネリスト 

沖縄県南部連合文化協会第２回文化フォーラムパネリスト 

沖縄経営者協会１１月度合同業種部会講演会講師 

亜熱帯地域におけるZEBに関するワークショップ講師及びまとめ 

US-Japan Council's Symposium in Honolulu, Panelist 

イノベーションジャパン2010　出展 

アグリビジネス創出フェア　出展 

第51回琉大21世紀フォーラム講演 

マイコドラ勉強会 

アオサンゴの科学・サンゴ礁の科学 

サンゴとサンゴ礁の話 

熱帯生物圏研究センター・地球環境学研究所合同セミナー「沖縄からアジアの環境問題を考える」 

感じる・楽しむ・知る身近なマングローブ観察会講師（西表島エコツーリズム協会） 

エコドライブ講習会（10/22） 

ソーラーカー製作に関する講習会（5/2～5/5） 

沖縄県のジオパークを考える 

ジオツーリズムと自然環境教育 

第48回琉大21世紀フォーラム「多種共存：『棲み込み連鎖』とその展開」 

第51回琉大21世紀フォーラム「フィールドから自然エネルギーを学ぶ－ＩＣＴを活用した新エネルギ

ーと近未来型農業への挑戦－」 

第53回琉大21世紀フォーラム「海の中で何が起こっているか？　－栄養塩と生き物との関係－」 

第2回琉球大学農学部地域貢献シンポジウム 

南大東島の自然 

クサトベラの送粉生態学 

約１００名 
 

アフリカからのＪＩＣＡ研修員／約１

８名 

東京、インドネシア、フィジー、東チモール、バ

ヌアツ、モルジブの代表２８０名 

ドミニカ共和国サントドミンゴ自治大学

教員および学生、ドミニカ共和国エコツ

ーリズム関係者、環境省および観光省の

行政職員／約１００名 

アジア、アフリカ、中南米、大洋洲

地域からのJICA研修員／約１０名 

竹富町住民、他８０名 

500名
5500名500MEII 500500 

 500 

小学生/50名 
 

200名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダイバー・市民/15 

一般/45 

一般/50 

研究者・一般/40 

一般 

10名 

８名 

約６０名 

約20名 

学生・教職員・一般市民／140

名 

学生・教職員・一般市民／55名 
 

学生・教職員・一般市民／44名 

一般市民９０名 

一般/７０名 

学生・教員/20名 

国際沖縄研究所 
 

観光産業科学部 
 

ＵＮＷＴＯ（世界観光機関） 
 

（独立行政法人）国際協力機構沖縄

国際センター  

 

（独立行政法人）国際協力機構沖縄

国際センター 

 

竹富町、（社）日本海難防止協会 

琉球朝日放送 
 

琉球大学 
 

（財)日本生産性本部 

沖縄県工業連合会 

沖縄県工業連合会 

琉球新報 

文科省 

経産省 

農林水産省 

沖縄県総合事務局 

琉球大学 

沖縄県総合事務局 

沖縄音響学研究会 

北谷町 

沖縄県工業連合会 

那覇市 

沖縄経営者協会 

沖縄総合事務局 

ランドスケープ協会九州支部 

沖縄商工会議所 

沖縄建築士会 

経済産業省 

環境省那覇自然環境事務所 

沖縄県南部連合文化協会 

沖縄経営者協会 

米国エネルギー省，経済産業省 

U>S>-Japan council 

経産省 

農林水産省 

琉球大学 

砂辺のサンゴを見守る会主催  

日本自然協会主催 

座間味ダイビング協会 

熱帯生物圏研究センター・地球環境学研究所 

西表島エコツーリズム協会 

地域協議会 

チーム沖縄 

沖縄県 

琉球大学・沖縄県 

生涯学習教育研究センター 

生涯学習教育研究センター 
 

生涯学習教育研究センター 

農学部 

大阪市立大学 

沖縄高専 

 

 

 

 

 

 

 

法文学部・観光産業科学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 学 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 学 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱帯生物圏研究センター 

 

 

 

教 育 学 部  
 

 

 

生涯学習教育研究センター 
 

 

農 学 部  

理 学 部  

 

研究者／連携団体 学部等 テーマ 対象者／人員 活動主体 

森下研　他（ｴｺｱｸｼｮﾝ21事務局長） 

清水洋一 

大島順子 

伊波美智子 

竹村明洋　他 

松本剛 

堤純一郎 

堤純一郎 

仲間勇栄 

持続可能な社会の構築に向けて　～環境対策の現在と私たちの未来～ 

おもちゃ作りを通して学ぶ　地球温暖化防止親子講座" 

エコツーリズム論 

持続可能観光論／環境マーケティング 

熱帯生物生産学概論 

海洋の科学 

環境エネルギー計画 

環境影響評価概論 

森の文化史 

一般市民／15名 

小学校4～6年生と保護者／30名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

一般市民／５名 

生涯学習教育研究センター 

教育学部 

観光産業科学部 

観光産業科学部 

理学部 

大学教育センター 

工学部 

大学教育センター 

大学教育センター 

生涯学習教育研究センター 

教 育 学 部  

 

 

観光産業科学部・理学部・

大学教育センター、工学部 

 

 

 

研究者／連携団体 学部等 講座・授業名 対象者／人員 活動主体 
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◆社会貢献（会議等） 

◆社会貢献（活動等） 

中野義勝 

中野義勝 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場繁幸 

馬場/西表 

清水洋一/行政・企業等 

尾方隆幸 

尾方隆幸 

大島順子 

機械システム工学科　屋我実、瀬名波出、岩井謙介 

機械システム工学科　瀬名波出 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

環境建設工学科　堤純一郎 

尾方隆幸/琉球列島ジオサイト研究会 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

沖縄ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会 

尾方隆幸 

田代豊 

加藤亜記 

成瀬貫 

井龍康文 

浅海竜司 

藤田和彦 

栗原晴子 

茅根創 

坂巻隆史 

齊藤久美子 

瀬名波出 

 
野崎真也 

琉球大学附属図書館 

傳田哲郎・伊澤雅子・学生（４名） 

日本サンゴ礁学会サンゴ礁保全委員会副委員長 

沖縄県サンゴ礁保全推進協議会会長 

インド・グジャラート州沿岸での海岸侵食軽減のためのマングローブ植林活動に関する調査 

マレーシア・サバ州のマングローブの現状調査 

キリバス共和国タラワ環礁にあたえる海面上昇の影響に関する調査 

インド西海岸のマングローブに及ぼす海面上昇の影響に関する調査 

マレーシア・サバ州のマングローブの現状調査 

インド西海岸のマングローブに及ぼす海面上昇の影響に関する調査 

キリバス共和国タラワ環礁にあたえる海面上昇の影響に関する調査 

「こども環境大賞受賞者西表ツアー」講師 

環金武湾地球温暖化対策地域協議会 

ジオパーク関係のシンポジューム 

ジオパーク関係のシンポジューム 

「かいぎん環境貢献基金」審査員（助成先の審査） 

沖縄環境エネルギー教育委員会委員 

ハワイ沖縄エネルギー協力プロジェクト委員会委員 

沖縄県廃棄物処理施設生活環境影響評価専門委員 

沖縄県環境影響評価審査会副委員長 

沖縄地域エネルギー・温暖化対策推進会議議長 

沖縄県地球温暖化対策実行計画策定検討委員会委員長 

九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討会委員 

沖縄県公害審査会委員 

沖縄県リサイクル資材評価委員会委員長 

島嶼型低炭素社会システム構築委員会委員 

沖縄地域における環境共生住宅推進事業検討委員会委員長 

那覇市環境審議会会長 

沖縄県海岸漂着物対策協議会副会長 

島しょ地域循環資源事業検討委員会委員長 

本部半島ジオツアー 

「第13回しきなっ子まつり」 

第33回沖縄の産業まつり 

2009年那覇市環境フェア 

県民環境フェアinとまりん 

読谷まつり 

（沖縄科学の最前線2010）ジオツーリズムのための自然環境教育プログラムの開発 

（沖縄科学の最前線2010）南西諸島における自然環境教育プログラムの開発 

（沖縄科学の最前線2010）沖縄の海草～多様な海草の宝庫、大浦湾～ 

（沖縄科学の最前線2010）琉球列島の未知の海洋生物を探る－久米島海洋生物合同調査を例に－ 

（沖縄科学の最前線2010）COREF計画の紹介－琉球列島のサンゴ礁の昔と今と未来－ 

（沖縄科学の最前線2010）サンゴの骨の年輪から遠い昔の地球環境を探る 

（沖縄科学の最前線2010）星砂と地球環境問題 

（沖縄科学の最前線2010）サンゴ礁に迫る新たな環境問題～海洋酸性化～ 

（沖縄科学の最前線2010）サンゴ礁学－複合ストレス下の人と生態系の共生・共存未来戦略 

（沖縄科学の最前線2010）物質動態から考える水域の生態系保全 

（沖縄科学の最前線2010）沖縄県のサンゴ礁と経済効用－和歌山県と比較して－ 

（沖縄科学の最前線2010）海洋バイオマスによるＣＯ２の吸収・新エネルギーの開発 

－和歌山県と比較して－ 

（沖縄科学の最前線2010）ソーラーパネルの特性計測 

環境問題をテーマにした「企画展：みんなで考えてみよう」 

風樹館展示作成「漂着種子」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般/４１ 

50名 

約100名(５／23） 

約100名(3／29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36名 

200名 

300名 

400名 

300名 

200名 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 

一般・小中高生／931人 
 

一般・小中高生／931人 

教職員・学生 

 

日本サンゴ礁学会 

沖縄県サンゴ礁保全推進協議会 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞・東京海上日動 

地域協議会 

日本地球惑星科学連合 

日本地理学会 

（株）沖縄海邦銀行 

琉球大学 

沖縄県・経産省 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄総合事務局，環境省，経済産業省 

沖縄県 

環境省九州地方環境局 

沖縄県 

沖縄県 

宮古島市 

沖縄県 

那覇市 

沖縄県 

沖縄県 

名桜大学 

識名小学校 

沖縄県 

那覇市 

沖縄県 

読谷村 

教育学部 

名桜大学観光産業専攻 

熱帯生物圏研究センター 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

名古屋大学環境学研究科 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

理学部 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

東京理科大学理学系研究科地球惑星科学専攻 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

和歌山大学経済学部 

工学部 
 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

附属図書館 

理学部生物系 

 

 

 

 

熱帯生物圏研究センター 

 

 

 

 

 

 

教 育 学 部  

 

法文学部・観光産業科学部 

 

 

 

 

 

 

工 学 部  
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附 属 図 書 館  

理 学 部  

研究者／連携団体 学部等 活動等名称 対象者／人員 活動主体 

研究者／連携団体 学部等 テーマ 対象者／人員 活動主体 

機械システム工学科　真壁朝敏 

千住智信，浦崎直光，與那篤史，玉城史朗，瀬名波出，

松田昇一，天久和正，長田智和 

中野義勝 

中野義勝 

酒井一彦 

酒井一彦 

藤田陽子 

藤田陽子 

藤田陽子 

藤田陽子 

梅村哲夫 

大島順子 

大島順子 
 

清水洋一/行政・企業等 

尾方隆幸 

尾方隆幸 

生物系教員 

第17回九州支部技術懇話会「地方で展開しているエコ問題に関して」の開催 

「スマートグリッドシンポジウム　-島嶼地域・無電化地域の電力供給を考える-」開催 
 

環境省サンゴ礁保全行動計画策定会議委員 

沖縄県文化環境部サンゴ礁資源情報整備事業検討会委員 

沖縄県環境審査会 

沖縄県新石垣空港事後調査委員会 

沖縄県環境審査会委員 

沖縄県自然環境保全審議会委員 

沖縄県地球温暖化対策実行計画策定検討委員会委員 

沖縄県振興審議会委員（環境部会長） 

サンゴ礁資源情報整備事業整備事業委員 

沖縄県森林審議会委員 

国営沖縄記念公園環境教育プログラム検討専門委員会委員（国営沖縄記念公園における

環境教育プログラムの検討にあたっての助言） 

環金武湾地球温暖化対策地域協議会 

ジオパーク関係のシンポジューム 

ジオパーク関係のシンポジューム 

沖縄生物学会第４８回大会 

３２名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50名 

約100名(5／23） 

約100名(3／29） 

沖縄生物学会員他／120名 

日本材料学会 

琉球大学工学部 
 

環境省 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

沖縄県 

（社）日本緑地協会 
 

地域協議会 

日本地球惑星科学連合 

日本地理学会 

翁阿波生物学会 

 

工 学 部  

 

 

 

 

 

 

熱帯生物圏研究センター 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 学 部  

 

理 学 部  
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4  学生の環境活動 

　２０１０年４月１８日(日)、琉球大学工学部情報工学科の学生・教員有志で西原マリンパ
ークきらきらビーチの清掃活動を実施しました。昨年度に続き２回目の実施となります。天
候に恵まれ、無事に清掃活動を終えることができました。参加者は計２４名(教員３名、家
族３名、３年次１名、４年次１０名、修士５名、博士２名)でした。今回は、ビーチ周辺の
護岸石に漂着したビニールやロープ、ペットボトル等を中心に回収しました。このような活
動は、大学内での教育研究活動だけで得られない、社会性の涵養、地域社会への貢献、先輩
後輩との関わり合いをもたらしてくれると考えています。今後もビーチ清掃を含めた様々な
ボランティア活動を継続していきたいと思っています。 

　２０１０年１２月２５日（土）午前１０時から第１体育館を使用している部活動生等に
より、第１回目の年末大掃除が行われました。大掃除は、普段学生が使用している第１体
育館とその周辺で実施しました。集まった部活動は男女バスケット部、男女ハンド部、体
操部、男女卓球部、剣道部、各フットボールサークルに所属している学生の総勢１００名余
りが大掃除に参加しました。大掃除後には、体育館のゴミ捨て場には入りきらないほどの
ゴミが集まりました。（※ごみは分別収集し、資源ごみはリサイクルしました。）閉会式では、
第２回目の開催に向けての引継ぎが行われ、集まったゴミ
の前にて最後まで残った参加者全員で記念撮影を行いました。

発案者の金城有香（女子バスケット部前キャプテン）さんは、「普段、お世話になっている
先生や周囲の方々にはもちろんのこと、自分の普段使っている道具や場所などにも感謝の
気持ちを大切にしたい。今回このような形でたくさんの部活動生が協力し、普段お世話に
なっている体育館の大掃除が出来たことを有難く思います。最後に、大掃除を行うにあた
って協力いただいた学生部の方々、指導していただいた男女ハンドボールの顧問の三輪先
生や大掃除に参加した各部活動・サークルの皆さんに感謝したいと思います。有難うござ
いました。」と話し、第１回目の年末大掃除大会を締め括りました。 

 

● 琉大祭 

● 情報工学科学生等による第２回ボランティアビーチ清掃 

● ＥＣＯクリーンデーへの参加 

● ２０１０年度第１回年末大掃除大会 

琉大祭実行委員会 

琉大祭の様子 

情報工学科学生により回収されたごみ 

清掃中の学生 ECOクリーンデーに参加した学生 

大会に参加した学生 

清掃で集まったごみ 

　学生部の呼びかけに応じて、２０１０年
７月１４日（水）に学生さん達が、ＥＣＯ
クリーンデーに参加してくれました。真夏
の暑いさなかではありましたが、水分補給
しながら教職員１７名、サークル団体を中
心に学生１１４名が参加し、清掃活動を行
いました。ごみは分別し、一部は資源ごみ
としてリサイクルされました。 

　２０１０年１０月２日～３日に行われた第５９回琉大祭では、２００９年度に引き続
き学生が組織する実行委員会が主体となって、模擬店等から出るゴミの減量化と分別の
徹底に取り組みました。模擬店等から排出される使い捨て容器やペットボトル・空き缶
などは、各模擬店が回収・分別してゴミ集積所に運び、環境美化委員の点検・指導を受
けることで「ゴミ」と「資源」の分別を徹底しました。集積所では、可燃物、アルミ缶、
スチール缶、ペットボトル、段ボール類に分別し、
資源ゴミは、リサイクル業者に回収を依頼しました。
また、食器洗浄車も引き続き導入し、食器を洗浄し
て繰り返し使用することにより、使い捨て容器の減
量化を図りました。実行委員会が主体となったゴミ

の分別収集は、２００５年度から実施しており、出店団体・来場者とも年々ゴミ分別に対
する理解と協力が得られるようになっています。特に大量に発生していた生ゴミについて、
２０１０年度は調理工程の見直し等により、発生しなくなりました。 
　琉大祭終了後には、参加団体による会場の全体清掃を行い、環境に配慮した学園祭を実
現しました。 
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● ＥＡ２１学生委員会 

■ 第１回学生環境座談会 

■ エコキャップ運動 

 

　①「大学にあったらいいと思う環境への取り組みとは」、「大学生が取り組む

べき活動とは」の２つをテーマにＥＡ２１学生委員会主催で７月１２日第１回目

の学生環境座談会が行われました。この座談会の目的は、②琉球大学生が自ら大

学に必要なモノや活動を考えることで、主体的な活動が生み出される機会をつく

る。琉球大学が環境マネジメントシステムであるエコアクション21を活用して取

り組んでいる事例紹介を通して学生に認知してもらう。③他大学の事例なども紹

介し、全国的な動きや様々なアイディアに触れ、広い視点を持つ機会を提供する。

の３つを目的として実施されました。環境への取組みの紹介の後、参加者は、グ

ループに分かれ環境についてどのように取組んだらいいかアイディアを出し合い、

発表を行うなど活発な意見がだされていました。主催者代表の向井さんは、「今

回の座談会は、本当に小さな活動です。しかし、今回参加した13名でこの考えが

共有され、自らアイディアを出し合ったことは大変重要なことで、貴重な機会で

あったと思います。」と感想を述べていました。 

環境への取組紹介の様子 

グループに分かれてアイ 
ディアを出し合う様子 

各グループによる発表 

キャップ回収ＢＯＸを作成中の様子 

キャップ回収 
ボックス設置状況 

キャップ回収専用BOX  3個（送料別） 約6,000円 18,000円 

手作り回収BOXの作成 （フック付×16、袋（小）等） 5,000円 5,000円 

ボード、ポスター作製費 （板、用紙、事務備品等） 10,000円 10,000円 

その他（ゴミ袋、消耗品等） 2,000円 2,000円 

　 　 合　計 35,000円 

 

項　　　　　目 単　価           小　計 

◆コスト 

　ＥＡ２１学生委員会により実施されているエコキャップ運動の「ペットボトルキャップ回収ボッ

クスに関する企画書」です。 

◆実施背景・現状 

　ペットボトルキャップは、分別することによって再利用可能な資源となりえるが、現在の法文学

部では、燃えるゴミ、燃えないゴミ、ペットボトル、缶ビンの分別が主体となっており、ペットボ

トルのキャップ分別が積極的に実行されていない現状です。 

◆コンセプト『５秒で、未来が変わるプロジェクト』 

◆実施目標 

  [Ｐｈａｓｅ１]プロモーション ⇒意識変革：ペットボトルのキャップも資源であるということを認知する。 

  [Ｐｈａｓｅ２]アクション　　 ⇒行動変革：ペットボトルのキャップ分別の習慣が、根づいた環境が存在する。 

  [Ｐｈａｓｅ３]クリエーション ⇒創造：リサイクルからＣＯ２排出量を削減し、環境負荷が減った世界を大学から創る。 

◆実施内容 

【概要】 

　（１）ペットボトル回収用のゴミ箱横にキャップ回収ＢＯＸを設置し、分別回収を行う。 

　（２）ペットボトルキャップの分別を説明するボードを作成し、ゴミ箱付近に設置する。 

　（３）分別回収を推進するポスターを作成し、各教室や掲示板に掲載する。 

　（４）メールによる分別の呼び掛けをする。（収集経過などの報告も含め定期的に行う。） 

【詳細】 

　（１）市販の回収ＢＯＸ、説明ボード：法文学部入口法文学部新棟入口、人文社会総合研究棟２

階の３カ所に設置する。 

　（２）その他の箇所は手作りの専用ＢＯＸで対応する。 

　（３）各教室や掲示板に、分別回収を推進するポスターを掲載する。 

　（４）週に一度のペースでの回収（集積状況に応じて対応）を継続的に行っていく。 

　（５）月間回収量に関しても計測し、ポスターを作成し掲示板などによって広報する。 

　（６）大学生の繋がりを活用したメールを呼び掛けをする。 

【その他】 

　琉大祭分別活動推進のため、キャップ回収ＢＯＸを琉大祭のエコアクション２１学生委員会ブースにて展示・回収する。各ブー

スのゴミ箱にも手作りの回収ＢＯＸを設置してもらうように呼び掛けを行います。 

◆参加メンバー数 

　他学部の学生も含め、現在６名のメンバーでこの活動を行っていきます。 

◆要望（琉球大学への要望） 

・私たちの活動に必要な予算【必要な予算に関しては、コスト欄に記載】を大学より提供していただきたいです。 

・回収したキャップの保管場所を提供していただきたいです。 

・掲示板などでの広報に関して、許可をいただきたいです。 

◆今後のねらい 

　キャップ専用回収ＢＯＸの購入と手作り回収ＢＯＸの作成、

ボードとポスター作成が完了次第設置を行っていきます。 

更に活動を盛り上げるため、分別回収されたキャップが十分に

集まり次第、マスメディアに呼び掛け、この活動を取り上げて

頂こうと思っております。法文学部を成功例として、他学部な

どにもキャップ分別を広めたいと考えております。 

　また、回収したキャップに関しては、沖縄県エコ事業協同組

合さんに回収していただきたいと思います。 
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● 学生サークルによる工学部省エネルギー推進プロジェクト 

　琉球大学「エコアクション 21」推進に向けた活動の一環である「学生等による環境に関する取組活動プロジェクト」に電

気主任技術者サークルは応募し、直接経費の支援を受け、２０１０年 6 月 10 日～２０１１年 3 月 31 日の期間に渡り、省エ

ネに関する活動を以下の通り行いました。 

◆活動概要  

　（ア）プロジェクト名称：「照明器具交換による工学部省エネルギープロジェクト」  

　（イ）活動内容：（Ａ）省エネ形照明器具への取替 

　　　　　　　  　（Ｂ）工学部棟内に省エネ啓発のためのビラを掲示（工学部講義での省エネ行動） 

◆活動報告 

　（Ａ）照明器具取替工事 

　　工学部 2・3・4 号館で使用されている照明器具は20年余り経過しており、安定器および照明器具の寿命である10～15年

を大きく超えています。昨年ではその老巧化が原因となり発煙を起こした照明器具もありました。そこで、琉球大学電気主任

技術者サークルは、ある１部屋に設置されている照明器具１２台を、既存の照明器具より省エネ性のある電子式インバーター

照明器具に、取替を行いました。 

　新しく設置する電子式インバータ照明器具の特徴を下記に示します。  

　①従来の安定器と比較して消費電力が小さくなります。（約 30％削減）  

　② 交流電力を整流し高周波に変換するためチラツキが少なくなります。  

　③上記と同様な理由でランプ電流が高速となり発光効率が向上(高照度化)します。  

　④既存の安定器と比較して発熱量が小さくなります。 

　⑤消費電力や熱放出の増加がほとんどなく安全に寿命まで使用可能(事故防止) です。 

また、電子式インバータ照明器具と従来の照明器具の比較を表１に示します。比較条件は、40 Wの蛍光灯を利用率50 %(1 日

12 時間)利用するものと想定し、電気料金単価12円/kWh一定で1年間使用した場合のものです。　 

　電子機インバーター照明器具の特徴、表１から、電子式インバータ照明器具に交換すると、省エネ効果のみでなく長寿命化・

火災事故予防の両面で効果的だといえます。したがって経済性・環境性・安全性の向上のためにも全学的に老巧化した照明器

具の交換を早急に行うべきだと考えます。工事を行った教室の取替前・取替後の写真を写真１・２に、既存照明設備の安定器

と新たに設置した安定器を写真3・４ に示します。 

写真１　取替前の照明器具 写真２　取替後の照明器具 写真３　従来の照明器具 写真４　インバーター照明器具 

琉球大学電気主任技術者サークル 写真５　節電と禁煙の呼掛けの掲示 

   (Ｂ)工学部棟内に省エネ啓発のためのビラを掲示（写真５）　 

　校舎内の主な蛍光灯スイッチの周辺へ掲示し、

利用者の節電に対する意識を高めることが期

待できます。また、工学部では喫煙スペース

と学習スペースが隣接している個所が存在し

学習環境へ影響を与えていました。 そこで、

今回掲示したビラの一部に禁煙協力に関する

呼びかけも同時に行っています。 
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5  環境コミュニケーション 

● ECOクリーンデーの実施 

　２０１０年7月14日、全学一斉清掃(ECOクリーンデー)を実施しました。昨年に引き続き2年目となります。当日は真

夏日の中、清掃を行うには少々過酷な条件でしたが、約２時間の清掃活動に、教職員・学生・附属小中学生、PTA等、

地域ボランティアの方合わせて、昨年を上回る約2000人の方々に参加していただけました。  

　実施に先立ち、大学本部でＥＡ２1総括副責任者の堤純一郎教授より開催の挨拶があり、清掃を開始しました。参加

者は、各々の所属の施設周囲のゴミ拾い、草刈、側溝清掃などを行いました。ECOクリーンデーは今後も継続して実施

する予定としており、ECOクリーンデーをきっかけとして、建物周辺、キャンパス内の美化に努めます。 （写真１～４

は、ＥＣＯクリーンデーの様子です） 

 

● 附属図書館企画展「琉球列島の生物多様性とその保全」を開催 

　２０１０年は、国連が定めた国際生物多様性年にあたり、日本が議長国となり、名古屋で「COP10」が開催され、ニ

ュースや新聞などで「生物多様性」や「環境保全」という言葉を目にする機会が多くなりました。本企画展では、この

機会に、学生をはじめとしたみなさんに、沖縄の生物多様性やその生息環境の保全について知り、それらを身近な問題

として感じてもらいたいという趣旨の下、理学部海洋自然科学科の教員の協力を得て、開催の運びとなり、附属図書館

では、企画展「琉球列島の生物多様性とその保全」を１１月４日から１２月１７日まで開催しました。 

　会場となった附属図書館カウンター前の情報ラウンジでは、関連図書を並べている他、沖縄のサンゴ礁やマングロー

ブ等の自然環境、昆虫や動物等の生物の写真四十点余りをパネルで展示しました。また、沖縄を中心とした我が国のサ

ンゴ礁の形成と保全の研究により日本学士院エジンバラ公賞を受賞された西平守孝博士、及び沖縄の植物学において多

大な貢献をされた初島住彦博士の関連展示も併せて行われました。（写真１～２は展示会の様子です。） 

 

写真２ 

写真1 写真２ 

写真3 写真4

写真１ 
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● 大学構内の環境美化活動 

　２０１０年４月９日琉球大学ウェルカムプラザ前の花壇に、環境美化の一環として植栽が行われました。当日は職員

の他、作物園芸部の学生１４人に参加して頂けました。学生にも、大学の環境美化に参加してもらいたいという呼びか

けに応じて頂けたものです。赤や黄色等のベゴニア、マリーゴールド約５００鉢を職員と共に植栽してもらえました。

（写真１～２は作物園芸部の学生さん達による植栽の様子です。） 

○新入生へエコバックを配付 

  新入生用オリエンテーション資料をエコバックに入れて配付しました。この資

料の中には、琉球大学環境憲章を印刷したクリアフォルダーに、琉球大学のエコ・

キャンパスの資料を同梱し環境活動の紹介を行っています。 

 

○エコタップの配付 

　電気使用量を削減するため、１つずつ電源を切ることので

きるエコタップを全学へ配付しました。待機電力や、不要な

電源をこまめに切ることにより省エネを図ります。　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

○キャンパスファシリティガイダンス
２０１１年版を発行しました。 

　施設の長寿命化や省エネルギー等を

目的とした冊子で、省エネ、清掃、ゴ

ミの分別について啓発を行っています。 

 

● その他の活動 

写真１ 写真2

環境報告書２０１０ 
環境への取組ホームページ 

エコバック 

エコタップの説明書 

ＥＣＯクリーンデーの 
ポスター 

キャンパスファシリティガイダンス 
２０１１ 

○ＥＣＯクリーンデーの実施 

　全学で建物廻りの清掃を実施

するECOクリーンデー開催につ

いて、ポスターによるお知らせ

と、参加を呼び掛けました。 

 

○環境報告書２０１０を発行し、

平成２１年度における環境活動に

ついて公表しました。 

 

○ホームページによる環境活動情

報の公開を行っています。 

　ホームページに環境活動につい

て随時掲載し、公表しています。 
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導入したＬＥＤ蛍光灯 
（外見は通常の蛍光灯と同じです。） 

新設された熱線反射ガラス 
（見た目は普通のガラスと同じです。） 

 

6  環境に配慮した施設整備 

● 省エネＬＥＤランプの導入 

　大学本部２階財務部の照明器具１６台３２本の蛍光灯を省電力・長寿命のＬＥＤランプに更新しました。消費電力の

削減量を確認するため、従来の蛍光灯が設置された状態で消費電力量を１ヶ月間測定し、その後、ＬＥＤランプに変更

し、１カ月間の消費電力量を実測しました。その結果を表に示します。ＬＥＤランプに交換すると、約４７％の消費電

力量の削減率になることが確認できました。 

項　　目 

● 二重サッシの設置 
 
　農学部の既存の窓は老朽化により、雨水が浸入するため改修が必要でした。その対策

として、既存の窓の外部にさらに窓を設け二重サッシとしました。二重サッシにするこ

とにより、屋外からの熱の浸入が低減され、エアコンの稼働率を下げ省エネになります。 
 

農学部校舎 

改修前の通常の窓 改修後の二重サッシ 

● 熱線反射ガラスの設置 

　事務支援センターを設置するにあたり、環境に配慮し、窓ガラスに、

冷房負荷を低減する熱線反射ガラス（厚6mm）を採用しました。熱線反

射ガラスは、表面に金属酸化膜を焼付け、日射光線を反射することによ

り、エアコンの稼働率が下がり省エネになります。 

表　従来形蛍光灯とＬＥＤランプの消費電力量の実測結果 

３２本の１日 

当りの消費電 

力量（Kwｈ） 

従来形蛍光灯 

１５．０４ 

 

ＬＥＤランプ 

８．０ 

 

削減量 

７．０４ 

 

削減率（％） 

４６．８１ 
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7  安全衛生の取組 

● 健康・安全管理 

　安全と衛生は社会生活を営む上で、最も基本的で大切なことであります。正しく認

識することに加えて、安全で衛生的な環境の維持やリスクに対処する知識を持つ必要

があります。大学における安全と衛生に関する不適切な事象は教育、研究、診療等に

深刻な影響を及ぼすおそれがあるためです。 

　琉球大学では、安全衛生管理体制を確立し、教職員の作業環境管理、作業管理、健

康管理、労働衛生教育の充実を図る目的と、学生等が他研究施設を利用する機会が増

加していることを踏まえ、安全と衛生に関する基礎的な事項を全学的に共有すること

が必要となりました。この基礎的事項のほかに、各学部、研究施設や附置センターで

使われている特殊な業務仕様の「安全の手引き」も含めて、各人が安全や衛生への対

応を習慣化することが求められています。 

　本学では、2006年3月に全学における基礎的な安全と衛生のことについての「安全

衛生マニュアル」を作成しております。イラストや図表を用い、種々の事例をわかり

易く説明しています。今回は３刷目として発行いたします。安全や衛生についての知

識と対処法を共有し、迅速に対応できるように、ぜひ、一読してほしいと思います。 

　学内には産業医と衛生管理者などで構成される安全衛生委員会があります。実験室や研究施設の巡視を行い、業務が

安全に、かつ衛生上支障なく行われているかを調べ、管理方法や、その改善に対して助言をしており、望ましい環境が

作られつつあります。この安全衛生マニュアルの対処法も習慣化されてきており、より一層活用されることが期待され

ます。 

 

本学の安全衛生管理組織体制 

図1　千原事業場の安全衛生管理組織体制 

図２　上原事業場の安全衛生管理組織体制 
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● 緊急時の連絡体制 

　２０１０年２月より琉球大学危機管理基本マニュアルが運用されています。本学職員、学生等に被害が及ぶおそれが

ある様々な危機を未然に防止し、発生した場合に被害を最小限にくい止めることを目的としています。この中で緊急時

の連絡体制等が定められています。 

●  第２回廃液セミナー 
　　（開催日時　２０１１年３月９～１０日、参加人数　１０６名） 

　３月９日と１０日の両日に、「安全でクリーンな実験環境を作る」をメインテーマとした第2回廃液セミナー「廃液を

より安全に処理するために」を上原団地地区で１回（臨床講義棟1階）、千原団地にて南地区（理系複合棟102室）と北

地区（工学部2号館313室）に分けそれぞれ1回ずつ、計３回の講演を行いました。講師としてアサヒプリテック（株）環

境事業部課長原田大助氏をお迎えし、産業廃棄物処理事業者としての立場から廃液処理を安全に処理するために欠かせ

ないポイントについて事故事例等を交えながらご講演いただきました。また、安全に委託処理を行うために注意すべき

点について学内における廃液の分類方法を中心とした説明を機器分析支援センターの前田職員が行いました。廃液回収

や処分時の事故を防止し、安定した安全な処理を行うために大事なことは、基本となる廃液分類表に従い、それぞれ指

定された廃液容器を使用し、投入した廃液の内容物をしっかり記録することであり、加えて不必要に廃液を混合しない

ことです。 

　また、この講習会の開催に先立ち、各学部の廃液回収申請実績がある研究室を中心として廃液管理状況について、セ

ンタースタッフで「処理サポート隊」を編成して視察を兼ねて訪問し、廃液処理に関して不明な点について助言等を行

う支援活動を行いました。 

 

セミナー会場の様子 処理サポート隊による廃液処理状況の確認 

琉球大学における緊急時の連絡体制 「琉球大学危機管理基本マニュアル」 
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